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はじめに 

介護保険制度は、高齢化の進行や家族の介護負担の増大などを背景

に、介護を必要とする高齢者を社会全体で支える制度として、2000 年

（平成 12 年）に創設され、現在では、高齢者の生活の支えとして定着

しています。 

本市においては、「住みよいまち日本一 健康田園文化都市・しばた」を目指すべき将来

都市像に掲げており、地域、社会のつながりによって、心の安らぎや潤いにあふれ、人のつ

ながりから得られる幸福感を感じられる、人々にとって暮らしやすいまちづくりを進めてお

ります。 

また、「少子化対策」、「産業振興」、「教育の充実」を、時代を切り開く重要な 3 つの視点

と位置づけ、まちづくりに取り組んでまいりましたが、急速に進む人口減少と高齢化の中、

持続可能なまちづくりを進めていくために、３つの重要な視点に「健康長寿」を新たに加え、

住み慣れた地域で健康で、いきいきと暮らすことができる「健康長寿のまち しばた」の実

現を目指しております。 

これらの取組を着実に進めるため、また、人口減少・少子高齢化による世帯類型や生活様

式などの変化に伴い、家庭や地域における人と人とのつながりが弱まる中、子ども・高齢者・

障がい者など全ての人々が地域や暮らしの中で、生きがいをつくり、高め合うことができる

「地域共生社会」の実現に向けて、「住み慣れた地域で生きがいを持って暮らし続ける健康

長寿のまち」を基本理念として、新発田市高齢者福祉計画・第 8 期介護保険事業計画を策定

いたしました。 

本計画では、「高齢者の社会参加の推進」、「介護予防活動の推進」、「高齢者の生活支援の

推進」、「認知症高齢者支援の推進」、「介護保険事業の安定運営」を重点施策とし、2025 年

（令和 7 年）を目途にこれまで構築を進めてきた、地域包括ケアシステムの確立を目指すこ

ととしております。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重な御意見、御提案をいただきました新発田市介護保

険運営協議会委員の皆様をはじめ、関係機関や市民の皆様から各種調査に御協力をいただい

たことに心から感謝申し上げますとともに、本計画の基本理念の実現に向け、なお一層の御

理解、御協力をお願い申し上げます。 

令和 3 年 3 月 

新発田市長  二階堂 馨  
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第 1章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

日本の総人口は、令和 2年 8月 1日時点で 1億 2,580万人、このうち 3,613万人が 65

歳以上の高齢者であり、総人口に占める高齢者の割合（高齢化率）は、28.7％に達していま

す。 

今後も少子化、人口減少は一層深刻な状況になると見込まれ、2025年（令和 7年）には

団塊の世代が 75歳に到達、2040年（令和 22年）には団塊ジュニア世代が 65歳に到達す

るなど、高齢化は急速に進み、いまだ経験したことがない超高齢社会の到来が予測されます。 

このような、高齢者を取り巻く動向を踏まえ、平成 29年に「地域包括ケアシステムの強

化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が公布され、本市においては、平成 30年

3月に策定した「新発田市高齢者保健福祉計画・第 7期介護保険事業計画」（以下、「第 7期

計画」）にて、「地域包括ケアシステム＊1の深化・推進」を重点目標と定め、高齢者の自立支

援と要介護状態の重度化防止、介護給付の適正化による持続可能な介護保険制度の構築等の

取組を進めてきました。 

「新発田市高齢者福祉計画・第 8期介護保険事業計画」（以下、「第８期計画」）では、将

来を見据えた長期的な視点を持ち、持続可能なまちとするため、「住み慣れた地域で生きが

いを持って暮らし続ける健康長寿のまち」を基本理念に掲げ、地域共生社会の中核的な基盤

となる「地域包括ケアシステムの確立」を目指した取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1：高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むために、医療、介護、予防、住
まい、生活支援を包括的に提供する仕組み 
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２ 計画の性格・位置づけ 

（１）計画の性格 

本計画は、老人福祉法第 20条の 8及び介護保険法第 117条の規定に基づき、高齢者福

祉計画＊2 と介護保険事業計画＊3 を一体的に策定しており、本市における高齢者福祉施策

の基本的な方針を示すものです。 

（２）計画の位置づけ 

計画の策定にあたっては、「新発田市まちづくり総合計画」及び「新発田市健康長寿ア

クティブプラン」を上位計画とし、「新発田市地域福祉（活動）計画」をはじめとする諸計

画や国、新潟県の関連計画との整合を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊2：健康長寿への取組や生活支援等、高齢者福祉サービス全般の必要量と供給体制について定める
もの 

＊3：介護保険サービスの必要量を見込み、その見込量を確保するための方策や介護保険事業を円滑
に運営するために必要な事項等について定めるもの 

新発田市まちづくり総合計画 
「住みよいまち日本一 健康田園文化都市・しばた」の実現 

健康長寿、少子化対策、産業振興、教育の充実 

新発田市健康長寿アクティブプラン 

 
第 2期新発田市地域福祉（活動）計画 
第 2次新発田市健康づくり計画 
第 4次新発田市歯科保健計画 
第 6期新発田市障がい者計画・第6期新発田市障がい福祉計画 
第３期新発田市特定健康診査・特定保健指導実施計画 
第２期新発田市データヘルス計画 

等 

新発田市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画 
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３ 計画の期間 

本計画は、令和 3年度から令和 5年度までの 3年間を計画期間としています。 

第７期計画は「地域包括ケアシステムの深化・推進」を重点目標として進めてきましたが、

第８期計画では、高齢者人口が急速に増加する 2025年（令和 7年）、2040年（令和 22年）

を見据え、「地域包括ケアシステムの確立」を基本目標とし、地域共生社会の実現を目指し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の策定 

（１）策定体制 

本計画は、公募による市民代表、学識経験者、福祉施設関係者、民生委員等の関係者で

構成する「新発田市介護保険運営協議会」により計画内容の協議を行い、市民及び関係機

関の意見を反映しました。 

また、地域包括ケア「見える化」システムのデータを活用した地域分析、各種調査及び

第７期計画の検証を行い、庁内関係部局及び新潟県との連携を図りながら計画を策定しま

した。 

（２）市民意見の反映 

① 市民アンケートの実施 

市民の健康状態や生活習慣、高齢者を対象とした福祉サービスの利用状況及びニー

ズ等を把握するため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」を実施しました。 

また、自宅で高齢者を介護している方が抱える課題を把握するために、「介護保険

サービス等意向調査」及び「在宅介護実態調査」を実施しました。 

第8期計画 

団塊世代 75 歳到達 

2025 年 

団塊ジュニア世代 

65 歳到達 

2040 年 

第９期計画 

Ｈ30 
 

地域包括ケアシステム 

の確立 
地域共生社会の実現 

第７期計画 

（平成 30 年度～ 
令和 2年度） 

地域包括ケアシステム 

の深化・推進 
地域包括ケアシステムの更なる発展 

（令和 3年度～ 
令和 5年度） 

（令和 6年度～ 
令和 8年度） 
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② パブリックコメントの実施 

令和 2年 12月 25日から令和 3年 1月 25日までの期間、「第８期計画（案）」の

パブリックコメントを実施し、市民意見を反映する機会を設けました。 

（３）計画の進捗管理 

本計画の目標を達成するためには、適切な計画の進捗管理が重要になります。PDCAサ

イクルを活用し、計画上のサービス見込量や自立支援・重度化防止の取組と目標、保険者

機能強化推進交付金＊4等に関する評価指標について継続的に評価、公表を行い、保険者機

能の強化に努めます。 

また、毎年度「新発田市介護保険運営協議会」において計画の進捗状況を検証し、必要

に応じて目標を見直していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊4：市町村による高齢者の自立支援・重度化防止等の取組を支援することを目的とした国庫交付金 
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11,944 12,387 13,024 13,548 14,002 14,251 14,637 14,791 15,131

15,146 15,333 15,366 15,540 15,684 15,823 15,802 15,765 15,671

27,090 27,720 28,390 29,088 29,686 30,074 30,439 30,556 30,802

0

10,000

20,000
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40,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

前期高齢者人口（65～74歳） 後期高齢者人口（75歳以上）

(人)

12,466 12,265 12,178 12,004 11,849 11,687 11,561 11,457 11,271

62,787 61,723 60,620 59,376 58,262 57,280 56,124 55,183 54,301

27,090 27,720 28,390 29,088 29,686 30,074 30,439 30,556 30,802

102,343 101,708 101,188 100,468 99,797 99,041 98,124 97,196 96,374

26.5% 27.3%
28.1% 29.0% 29.7% 30.4% 31.0% 31.4% 32.0%

27.1% 28.0%

28.9% 29.8% 30.5% 31.2% 31.8% 32.3% 32.8%

24.1% 25.1% 26.0% 26.6% 27.3% 27.7% 28.1% 28.4% 28.7%
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

高齢化率 高齢化率（新潟県） 高齢化率（全国）

(人)

第 2章 高齢者を取り巻く状況 

１ 数字で見る高齢者の現状 

（１）総人口の動向 

① 総人口の推移 

本市の総人口は、平成 7 年の 106,563人をピークに減少に転じ、年少人口・生産

年齢人口が減少する中、65歳以上の高齢者人口は増加傾向にあります。また、総人口

に占める高齢者の割合（高齢化率）は、全国平均を上回って年々上昇を続けており、

本市における少子高齢化は深刻な問題となっています。 

■年齢階層別人口と高齢化率（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】新発田市：住民基本台帳（各年 9月末） 新潟県：にいがた県統計ボックス 
全国：総務省統計局「人口推計」（各年 10月 1日現在） 
 

■高齢者人口（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】住民基本台帳（各年 9月末） 
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② 総人口の将来推計 

総人口が減少する中、高齢者人口は団塊の世代が 75歳に到達する 2025年（令和

7年）まで増加が続き、その後は減少に転じます。しかし、2040年（令和 22年）に

団塊ジュニア世代が 65 歳に到達することで急激に高齢化が進み、超高齢社会が到来

すると予測されています。 

■年齢階層別人口（将来推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】令和 2年から 5年までは国提供の推計シートにより算出 
2025年（令和 7年）以降は地域包括ケア「見える化」システム 
 

■高齢者人口（将来推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【資料】令和 2年から 5年までは国提供の推計シートにより算出 

2025年（令和 7年）以降は地域包括ケア「見える化」システム 

③ 平均寿命と健康寿命 

本市は、超高齢社会の到来が予測される中、持続可能なまちづくりを目指し、健康

長寿に向けた取組を行っています。平均寿命の延伸を図るとともに、日常生活におい

て制限を受けることなく過ごせる期間の目安である「健康寿命」への意識を高め、高

齢者の生きがいづくりや介護予防活動など、健康寿命の延伸を図ってきました。 

15,131 15,319 15,217 14,769 13,750 12,040 11,144 11,401

15,671 15,544 15,782 16,256 17,313 18,343 18,443 17,699

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 2025年 令和12年 令和17年 2040年

前期高齢者人口（65～74歳） 後期高齢者人口（75歳以上）

11,271 11,128 10,863 10,637 10,191 9,963 9,265 8,677

54,301 53,860 53,194 52,560 51,211 46,963 44,183 40,652

30,802 30,863 30,999 31,025 31,063 30,383 29,587 29,100

32.0%
32.2% 32.6% 32.9%

33.6% 34.8%
35.6%

37.1%

0%

10%

20%

30%

40%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 2025年 令和12年 令和17年 2040年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上） 高齢化率

（人）

95,851 95,056 94,222 92,465 
78,429 

（令和 7年） 

96,374 

（令和 22年） 

30,802 30,863 30,999 31,025 31,063 30,383 29,587 29,100 

（人） 

（令和 7年） （令和 22年） 

87,309 83,035 
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■平均寿命と健康寿命（平成27年） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
【資料】新発田市健康長寿アクティブプラン 
※健康寿命は、要介護 2～5を不健康な期間と定めた市試算値 

（２）要支援・要介護認定者の状況 

① 要支援・要介護認定者数の推移 

本市の要支援・要介護認定者数は、高齢者人口の増加に伴い増加傾向が続いていま

したが、令和元年度に減少に転じました。令和２年度には、介護保険の第 1号被保険

者＊1に占める認定者の割合（認定率）も減少しており、介護を必要としない高齢者の

割合が増えてきています。 

また、要介護度別の認定率において、本市は、国・県と比べて軽度（要支援１・２、

要介護１）の認定率が高く、認定者の半数以上が軽度者であることから、介護予防を

中心とした高齢者の自立支援・重度化防止の取組の成果が現れているといえます。 

■要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】介護保険事業状況報告（各年 9月月報） 

 

 

 

 

＊1：介護保険の被保険者は、第１号被保険者（65 歳以上）と第 2 号被保険者（40～64 歳の医療保
険加入者）に分けられる。第 1 号被保険者は、介護が必要となった原因に関わらず要支援・要
介護認定を受けて保険給付を受けることができるが、第 2 号被保険者は、介護の状態となった
原因が加齢に伴う疾病（特定疾病）でなければ保険給付を受けることができない。 

1,074 1,130 1,141 1,169 1,159 1,173 1,198 1,184 1,147

603 636 706 714 756 798 877 862 841
1,008 990 1,014 1,081 1,121 1,141 1,120 1,149 1,135
593 627 626 671 661 678 704 712 710539 567 585 566 589 627 650 655 668725 768 777 818 868 933 926 922 890473 499 481 486 477 502 524 499 474

0

2,000

4,000

6,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（人） 

5,015 5,217 5,330 5,505 5,631 5,852 5,999 5,983 5,865 

79.2

79.1

78.8

80.8

80.7

80.1

75歳 80歳 85歳 90歳

国

県

市

健康寿命 平均寿命

83.7

83.9

84.6

87.0

87.3

87.2

75歳 80歳 85歳 90歳

国

県

市

健康寿命 平均寿命男性 女性 

1.6 歳の差 

1.6 歳の差 

1.3 歳の差 

3.3 歳の差 

3.4 歳の差 

2.6 歳の差 
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■第1号被保険者の認定者数と認定率（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】介護保険事業状況報告（各年 9月月報） 
 

■第1号被保険者の認定率（要介護度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】介護保険事業状況報告（令和 2年 9月月報） 
 

■第1号被保険者の認定者数と認定率（年齢階層別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】介護保険事業状況報告（令和 2年 9月月報） 

27,078 27,703 28,350 29,229 29,809 30,174 30,415 30,574 30,810

4,862 5,067 5,189 5,371 5,493 5,706 5,856 5,855 5,735

18.0%
18.3% 18.3% 18.4%

18.4%

18.9%
19.3% 19.2%

18.6%
18.5% 18.7% 18.8% 18.7% 18.6%

18.7% 18.8% 18.9%

18.8%

17.5%
17.8% 17.9% 18.0% 18.0% 18.1% 18.3% 18.5% 18.6%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

1号被保険者数 認定者数（第1号） 認定率
認定率（新潟県） 認定率（全国）

2.8%
5.3%

11.1%

24.3%

46.5%

74.3%

0%

20%

40%

60%

80%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2
要介護3 要介護4 要介護5 認定率

（人） 

2.6 2.0 3.6
2.6 2.6 

2.6

3.8 3.5 
3.6

3.2 3.3 
2.2

2.5 2.8 2.1

2.3 2.6 2.8
1.6 1.9 1.5

0

10

20

国 県 市

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（％） 
認定率 18.5％ 認定率 18.8％ 認定率 18.6％ 

（人） 

9.0％ 8.1％ 9.8％ 
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② 要支援・要介護認定者数の将来推計 

本市の高齢者人口は、2025年（令和 7年）をピークに減少に転じますが、団塊の

世代が 75歳に到達し、後期高齢者の割合が更に高くなるため、認定者数は 2040年

（令和 22 年）まで増加が続くと見込まれています。健康寿命の延伸に向けて、高齢

者の自立支援・重度化防止に向けた取組が更に重要となっていきます。 

■要支援・要介護認定者の総数（将来推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】地域包括ケア「見える化」システム 
 

■第1号被保険者の認定者数と認定率（将来推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】地域包括ケア「見える化」システム 

 

 

 

 

 

 

 

30,810 30,863 30,999 31,025 31,063 30,383 29,587 29,100

5,735 5,888 6,047 6,171 6,266 6,304 6,646 6,846

18.6% 19.1% 19.5% 19.9% 20.2% 20.7%
22.5%

23.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 2025年 令和12年 令和17年 2040年

第1号被保険者数 認定者数（第1号） 認定率

1,147 1,134 1,164 1,177 1,187 1,210 1,279 1,272

841 875 883 887 898 889 932 944
1,135 1,164 1,188 1,208 1,232 1,265 1,329 1,354
710 730 755 780 789 782 834 870668 703 719 737 755 752 779 828890 933 975 1,011 1,027 1,015 1,068 1,131474 481 494 501 507 511 540 553

0

2,000

4,000

6,000

8,000

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 2025年 令和12年 令和17年 2040年

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（人） 

5,865 6,020 6,178 6,301 6,395 6,424 6,761 6,952 

（令和 7年） （令和 22年） 

（人） 

（令和 7年） （令和 22年） 
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（３）高齢者世帯の動向 

人口減少に伴い、本市の世帯数は減少傾向にありますが、高齢者世帯数は年々増加して

おり、特に 65歳以上の一人暮らし高齢者が急激に増えています。家庭や地域の支え合い

機能が低下している中で、高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるために、高齢者の在宅

生活を支援する体制を整えていく必要があります。 

■一人暮らし高齢者世帯数と総世帯数に占める割合（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 
 

（４）認知症高齢者の動向 

認知症は、誰でも発症する可能性がある身近な病気であり、本市における認知症高齢者

数は、高齢者人口の増加とともに年々増えています。「認知症になっても住み慣れた地域

で自分らしく暮らし続けられるまちづくり」を目指し、高齢者や高齢者を支える家族への

充実した支援体制が必要とされています。 

■認知症高齢者数と高齢者人口に占める割合（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】地域包括ケア「見える化」システム 

 

 

4,133 4,268 4,564 4,626 4,869 5,118 5,266 5,441

11.8% 12.1%
12.8% 12.9% 13.5%

14.1% 14.4% 14.8%

0%

5%

10%

15%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

65歳以上一人暮らし 総世帯に占める割合

4,695 4,920 4,930 5,165 4,896 5,158 5,461 5,504

17.2% 17.5% 17.4% 17.8%
16.5% 17.2% 17.9% 18.0%

0%

5%

10%

15%

20%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

認知症自立度Ⅱ以上の高齢者 高齢者人口に占める割合

（人） 

（人） 
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（５）介護サービスの利用状況と保険料 

介護サービス利用者数は年々増加しており、介護を必要とする高齢者の生活の一部とし

て定着してきていますが、増加を続ける介護給付費に伴い、本市における第１号被保険者

の介護保険料は上昇しています。また、少子高齢化等による介護人材不足は深刻な状況に

なっており、社会保障制度の改革が必要となる中で、市民と市が一体となり、持続可能な

まちづくりに向けた取組が重要となります。 

■介護サービス利用者数（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】地域包括ケア「見える化」システム 
 

■介護給付費（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】地域包括ケア「見える化」システム 
 

■第1号介護保険料（推移） 

 

 

 

 

 

 

【資料】介護保険事業計画 

3,269 3,462 3,582 3,584 3,696 3,664 3,466 3,411

596 634 656 648 649 672 715 735

3,111 3,153 3,222 3,442 3,539 3,842 4,088 4,244

6,976 7,248 7,460 7,674 7,885 8,178 8,269 8,390

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

在宅サービス 居住サービス 施設サービス

461 551 940 1,238 1,416 1,500 1,529 1,524
2,896 3,092 3,190 3,231 3,248 3,438 3,561 3,609

11,854 11,980 12,479 13,426 13,822 14,660 15,293 15,648

15,211 15,623 16,609
17,895 18,486

19,598 20,383 20,781

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

在宅サービス 居住サービス 施設サービス

（人） 

（百万円） 

2,900 2,775
3,550

3,950

4,950
5,400

5,800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期

（円） 
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２ 日常生活圏域の現状 

日常生活圏域は、住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情

等の社会的条件などを総合的に勘案して定めるものとされています。本市においては、小・

中学校区の組合せを基本的な単位として５つの圏域を設定し、各圏域に地域包括ケアシステ

ム＊2の中核を担う機関として「地域包括支援センター」を設置しています。 

平成 18年度に圏域を設定して以来、人口集中・過疎化による高齢者の偏在や一人暮らし

高齢者の増加、地域コミュニティの希薄化など、高齢者を取り巻く環境は大きく変わってき

ています。将来を見据え、地域の実情に応じた日常生活圏域の設定に向けて、圏域の見直し

を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊2：高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むために、医療、介護、予防、住
まい、生活支援を包括的に提供する仕組み 

北圏域 

東圏域 

中央圏域 

西圏域 

南圏域 

紫雲寺中学校区、加治川中学校区 

川東中学校区（岡田・小戸を除く） 
七葉中学校区 

東豊小学校区 

東中学校区（旧松浦小学校区を除く） 

その他（本町・諏訪町・島潟・西名柄・岡田・小戸） 

佐々木中学校区、豊浦中学校区 

その他（荒町・西宮内・旧松浦小学校区） 

外ヶ輪小学校区（本町を除く） 

二葉小学校区（島潟・西名柄を除く） 

御免町小学校区（諏訪町・荒町を除く） 

猿橋中学校区（西宮内を除く） 

新発田中央地域包括支援センター 

新発田北地域包括支援センター 

新発田東地域包括支援センター 

新発田西地域包括支援センター 

新発田南地域包括支援センター 
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■高齢者人口と要支援・要介護認定者数（日常生活圏域別） 

区分 中央圏域 東圏域 西圏域 南圏域 北圏域 

総人口 39,460 人 9,812 人 13,774 人 20,605 人 12,707 人 

高齢者人口 11,167 人 3,673 人 4,879 人 6,529 人 4,553 人 

 
前期高齢者 5,270 人 1,790 人 2,363 人 3,414 人 2,294 人 

後期高齢者 5,897 人 1,883 人 2,516 人 3,115 人 2,259 人 

高齢化率 28.3％ 37.4％ 35.4％ 31.7％ 35.8％ 

第 1 号認定者数 1,971 人 747 人 1,000 人 1,112 人 783 人 

 

要支援 1 418 人 140 人 172 人 214 人 160 人 

要支援 2 291 人 109 人 144 人 156 人 109 人 

要介護 1 373 人 135 人 196 人 266 人 140 人 

要介護 2 242 人 86 人 122 人 138 人 95 人 

要介護 3 200 人 92 人 135 人 119 人 87 人 

要介護 4 289 人 118 人 163 人 140 人 131 人 

要介護 5 158 人 67 人 68 人 79 人 61 人 

第 1 号認定率 17.7％ 20.3％ 20.5％ 17.0％ 17.1％ 

【資料】住民基本台帳、介護保険受給者台帳（令和 2年 9月末現在） 
 

■高齢者人口と認定者数（日常生活圏域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11,167
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4,879

6,529

4,5531,971
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0
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中央圏域 東圏域 西圏域 南圏域 北圏域

高齢者人口 認定者数 高齢化率 認定率

（人） 
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３ 市民アンケートの結果概要 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査対象者：要介護１～５の認定を受けていない 65歳以上の市民から無作為に抽出 

回 答 率：75.1%（配布数 2,851通、回収数 2,141通） 

 数値の見方：回答の比率は、小数点以下第２位を四捨五入としているため、比率の合計

が 100%にならない場合があります。また、比率は設問ごとの回答者数を

基数として算出しているため、複数回答が可能な設問については、比率の

合計が 100％を超える場合があります。 

① 回答者属性 

■性別 

 

 

 

 

■年齢 

 

 

 

 

■認定区分 

 

 

 

 

■日常生活圏域 

 

 

 

 

■家族構成 

 

 

 

 

19.9 20.9 19.7 20.2 19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中央圏域 東圏域 西圏域 南圏域 北圏域

28.2 25.4 18.0 15.7 12.7 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 無回答

2.8 4.4

0.7

92.1 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援 2 要支援 1 事業対象者 一般高齢者 無回答

42.6 57.4 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性 無回答

10.4 32.5 32.9 21.5 2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一人暮らし世帯 夫婦のみ世帯 息子・娘との2世帯 その他 無回答
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② 地域活動への参加 

地域活動への参加頻度で、「週 4回以上」、「週 2～3回」、「週 1回」、「月 1～3回」、

「年に数回」と回答した人を「参加している」として集計すると、町内会・自治会へ

の参加割合が 25.2％と最も高くなっていますが、そのうちの 75.3％が年に数回の参

加となっています。次いで割合が高い収入のある仕事は、「参加している」と回答した

22.1％のうち 51.1％が週 4回以上の参加となっています。 

地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いき

いきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加してみ

たいと思いますか、という設問に対しては、「是非参加したい」が 6.7％、「参加して

もよい」が 39.6％で、「参加したくない」は 37.9％となっています。 

地域ふれあいルームやときめき週 1クラブなど、介護予防のための通いの場への参

加意向では、「参加したくない」割合は 37.0％ですが、実際に「参加していない」割

合は 89.4％となっています。「参加したくない」理由は、「自分なりに運動している」

が 33.5％と最も高く、次いで「就業のため行けない」が 12.2％、「通うための移動手

段がない」が 8.4％などとなっています。 

■地域活動への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■いきいきした地域づくり活動への参加者としての参加意向 

 

 

 

 

■介護予防のための通いの場への参加意向 

 

 

 

6.7 39.6 37.9 7.4 8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

8.9

17.3

20.6

7.6

10.6

11.9

25.2

22.1

91.0

82.7

79.4

92.3

89.4

88.1

74.8

77.9

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティア

スポーツ関係のクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

介護予防のための通いの場

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

参加している 参加していない 無回答

6.0 39.0 37.0 8.7 9.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答
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■通いの場への参加したくない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 介護保険サービスの在り方について 

介護保険サービスの在り方については、「在宅サービスの充実」が 49.4％、「施設

サービスの充実」が 41.1％となっています。 

認定区分別にみると、事業対象者（総合事業対象者）と要支援 1・要支援 2で「在

宅サービスの充実」の割合が高くなっています。 

■介護保険サービスの在り方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.5 

12.2 

8.4 

6.2 

5.8 

5.5 

5.0 

3.9 

3.4 

11.2 

4.9 

0% 10% 20% 30% 40%

自分なりに運動している

就業のため行けない

通うための移動手段がない

他人との交流を望まない

必要性がわからない

健康だから必要ない

療養中のため行けない

知人がいない

子守りや介護等で行けない

その他

無回答

49.4

52.9

41.1

32.6

9.4

14.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成29年

家族と生活できることや住み慣れた住まいで生活できることなどを考えると、在宅サービスを

充実させることが望ましい

施設に入所してサービスを受ける方が安心であることなどを考えると、施設の整備を充実させ

ることが望ましい

59.0

59.6

66.7

48.5

29.5

28.7

13.3

42.3

11.5

11.7

20.0

9.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援 2

要支援 1

事業対象者

一般高齢者

家族と生活できることや住み慣れた住まいで生活できることなどを考えると、在宅サービス

を充実させることが望ましい

施設に入所してサービスを受ける方が安心であることなどを考えると、施設の整備を充実さ

せることが望ましい
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32.7

43.4

51.8

47.5

16.6

15.3

13.5

12.4

9.0

6.1

4.3

4.8

1.8

1.3

0.3

0.7

33.2

29.1

24.9

29.9

6.7

4.9

5.3

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人暮らし世帯

夫婦のみ世帯

子どもとの2世帯

その他

自宅 病院 介護保険施設 その他 わからない 無回答

④ 看取りについて 

人生の最期（看取り）をどこで迎えたいかについては、「自宅」が 45.9％と最も高

くなっています。 

世帯類型別にみると、「自宅」の割合が最も高いのは子どもとの 2 世帯で、最も低

いのは一人暮らし世帯となっています。 

自宅での看取りをするのに必要だと思うことは、「往診に取り組む医師が増えるこ

と」が 54.3％と最も高くなっています。 

■人生の最期をどこで迎えたいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自宅での看取りをするのに必要だと思うこと（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.9

50.3

14.1

13.9

5.5

4.2

0.8

0.7

28.4

24.1

5.3

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年

平成29年

自宅 病院 介護保険施設 その他 わからない 無回答

54.3 

42.0 

40.9 

33.3 

17.5 

3.3 

12.0 

0% 20% 40% 60%

往診に取り組む医師が増えること

自宅での看取りを支援する

介護サービス職が増えること

自宅での看取りを支援する

訪問看護ステーションが増えること

市民（本人・家族）の

自宅での看取りに関する意識が高まること

看取りに関する

専門の相談窓口が増えること

その他

無回答
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⑤ 生活機能のリスク判定 

生活機能のリスク該当者の割合を認定区分別に比較したところ、「低栄養」以外の

項目で一般高齢者の割合が最も低くなっています。特に、運動器機能の低下リスクの

該当者割合については、要支援 2が 90.0％、要支援 1が 74.7％、事業対象者が 73.3％

に対し、一般高齢者では 12.0％となっています。 

要支援 2、要支援 1 でリスク該当者の割合が高くなっていますが、「転倒リスク」

では事業対象者の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.0

65.6

51.75.2

53.3

60.3

69.1

74.7

60.0

53.33.4

44.0

58.1

65.1

73.3

71.4

50.0
0.0

46.7

46.2

46.7
12.0 28.6

17.4

0.8

19.9
43.8

38.8

運動器機能の低下

転倒リスク

閉じこもり

傾向

低栄養の傾向口腔機能の低下

認知機能の

低下

うつ傾向

要支援 2 要支援 1 事業対象者 一般高齢者
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（２）介護保険サービス等意向調査 

調査対象者：在宅で生活している 65歳以上の要支援・要介護認定者から無作為に抽出 

回 答 率：69.5％（配布数 2,762通、回収数 1,919通） 

 数値の見方：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同じ 

① 回答者属性 

■性別 

 

 

 

 

■年齢 

 

 

 

 

■認定区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.3 15.7 21.9 21.5 19.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中央圏域 東圏域 西圏域 南圏域 北圏域

30.8 69.2 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性 無回答

4.2 6.5 9.8 21.9 30.0 27.7 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 無回答

26.6 

19.3 

23.7 

12.8 

8.8 

6.3 

2.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

要支援 1

要支援 2

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

無回答
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② 介護・介助が必要になった原因 

「高齢による衰弱」が 32.9％と最も高く、次いで「認知症」が 30.2％、「骨折・転

倒」が 22.6％などとなっています。 

■介護・介助が必要になった主な原因（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 介護保険施設等への入所意向 

「すぐにというわけではないが将来的には入所・入居したい」が 30.3％、「今のと

ころは入所・入居したいとは思わない」が 30.2％となっています。平成 29年の前回

調査と比較すると、介護保険施設等への入所・入居を希望する割合が低くなっていま

す。 

■介護保険施設等への入所意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.9 

30.2 

22.6 

16.6 

8.8 

8.3 

8.0 

7.6 

5.3 

4.5 

3.4 

3.0 

2.4 

11.5 

1.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

高齢による衰弱

認知症（アルツハイマー等）

骨折・転倒

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

視覚・聴覚障がい

糖尿病

関節の病気（リウマチ等）

心臓病

がん（悪性新生物）

脊椎損傷

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

パーキンソン病

腎疾患（透析）

その他

不明

無回答

1.9 

4.5 

30.3 

30.2 

21.5 

11.6 

3.0

8.4

29.6

25.2

16.5

17.3

0% 10% 20% 30% 40%

どこにでもよいから

すぐに入所・入居したい

希望している施設が空いたら

入所・入居したい

すぐにというわけではないが、

将来的には入所・入居したい

今のところは

入所・入居したいとは思わない

入所・入居せず、

在宅でずっと生活したい

無回答
令和2年

平成29年
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④ 介護保険サービスの利用意向 

介護保険サービスで、新たに利用したいサービスについては、「短期入所（ショート

ステイ）」が 17.6％と最も高く、次いで「訪問診療（医師の訪問）」が 11.3％、「通所

介護（デイサービス）」が 10.7％などとなっています。一方で「新たに利用したいサー

ビスはない」が 29.9％となっています。 

平成 29 年の前回調査と比較すると、ほぼ全てのサービスについて利用意向は低く

なっています。特に「通所介護（デイサービス）」、「短期入所（ショートステイ）」の

割合が低くなっています。 

■新たに利用したい介護保険サービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.6 

11.3 

10.7 

5.6 

5.4 

4.2 

4.1 

3.8 

3.6 

3.2 

2.6 

2.5 

2.2 

1.8 

4.0 

29.9 

21.8 

30.9

15.7

28.6

6.7

6.2

6.9

3.8

7.7

5.3

4.8

5.5

4.1

3.3

2.6

4.1

24.0

31.7

0% 10% 20% 30% 40%

短期入所（ショートステイ）

訪問診療（医師の訪問）

通所介護（デイサービス）

通所リハビリテーション（デイケア）

認知症対応型通所介護

訪問入浴介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問介護

小規模多機能型居宅介護

訪問リハビリテーション

訪問看護

医師や薬剤師などによる療養上の指導

（居宅療養管理指導）

夜間対応型訪問介護

複合型サービス

その他

新たに利用したいサービスはない

無回答

令和2年

平成29年
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⑤ 在宅介護の継続に必要な条件 

できる限り施設に入所・入居せずに在宅で介護を受け続けるために必要だと思う条

件は、「日中、定期的に施設に通ってサービスを受けられる環境が整っている」が

29.4％と最も高く、次いで「小規模多機能型居宅介護事業所を利用できる環境がある」

が 26.4％、「医師、看護師が定期的に訪問してくれる環境がある」が 24.5％などと

なっています。 

■在宅介護の継続に必要な条件（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 介護保険サービスの在り方について 

介護保険サービスの在り方については、「在宅サービスの充実」が 48.0％、「施設

サービスの充実」が 35.6％となっています。また、平成 29年の前回調査と比較する

と「在宅サービスの充実」の割合が高くなっています。 

■介護保険サービスの在り方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.4 

26.4 

24.5 

18.8 

17.2 

11.5 

23.4 

0% 10% 20% 30% 40%

日中、定期的に施設に通って

サービスを受けられる環境が整っている

小規模多機能型居宅介護事業所を

利用できる環境がある

医師、看護師が定期的に

訪問してくれる環境がある

日中、早朝、夜間など、定期的に訪問を

してもらえる介護サービスが整っている

介護保険以外の

生活支援サービスが充実している

掃除、洗濯、食事など、日常生活に

重点を置いた訪問サービスが充実している

無回答

48.0

45.6

35.6

43.1

16.3

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成29年

家族と生活できることや住み慣れた住まいで生活できることなどを考えると、在宅サービスを

充実させることが望ましい

施設に入所・入居してサービスを受ける方が安心であることなどを考えると、施設の整備を充

実させることが望ましい
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4.5%

5.6%

10.8%

22.6%

28.7%

20.5%

6.4%

0.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

無回答

25.3%

19.8%

22.2%

12.7%

9.1%

8.2%

2.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

無回答

（３）在宅介護実態調査 

調査対象者：在宅で生活している 65歳以上の要支援・要介護認定者から無作為に抽出 

回 答 率：69.5％（配布数 2,762通、回収数 1,919通） 

 数値の見方：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同じ 

① 回答者属性 

■性別 

 

 

 

 

■年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.0% 70.0% 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 無回答
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15.7% 16.3% 64.5% 3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人暮らし世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

■認知症日常生活自立度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■家族構成 

 

 

 

 

 

② 家族等による介護の状況 

家族等による介護の頻度は「ほぼ毎日」が 51.1％となっています。一方で「ない」

は 20.0％となっています。 

世帯類型別に家族等による介護の頻度を比較すると、「ほぼ毎日」の割合が最も高

いのはその他世帯で 65.1％、最も低いのは一人暮らし世帯で 24.2％となっています。 

■家族等による介護の頻度 

 

 

 

■世帯類型別・家族等による介護の頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.5%

22.0%

17.1%

22.4%

8.0%

0.4%

0.6%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

自立

Ⅰ

Ⅱa

Ⅱb

Ⅲa

Ⅲb

Ⅳ

М

無回答

20.0% 8.1% 9.8% 6.0% 51.1% 5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日 無回答

27.5%

38.1%

15.0%

13.3%

9.7%

7.2%

21.3%

11.1%

7.6%

13.7%

3.5%

5.1%

24.2%

37.6%

65.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人暮らし世帯

夫婦のみ世帯

その他

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日
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③ 主な介護者について 

主な介護者と本人との関係をみると、「子」が 46.6％と最も高く、次いで「配偶者」

が 22.0％、「子の配偶者」が 21.4％などとなっています。 

介護者の年齢は「60歳台」が 37.7％と最も高く、次いで「50歳台」が 21.7％と

なっていますが、「80歳以上」の介護者の割合が 15.3％となっており、老老介護の状

況がうかがえます。主な介護者の就労状況は「働いていない」の割合が 47.1%と最も

高くなっています。 

要介護度別の就労継続見込みをみると、要介護度の重度化に伴い、就労継続を困難

と考える割合が増加しています。また、介護を主な理由として、過去 1年の間に主な

介護者が仕事を辞めた割合は 9.1％となっています。 

■主な介護者と本人との関係 

 

 

 

■主な介護者の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

■主な介護者の就労状況 

 

 

 

 

■要介護度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

 

 

 

 

 

 

0.0%

0.3%

1.1%

3.6%

21.7%

37.7%

17.5%

15.3%

0.0%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40%

20歳未満

20歳台

30歳台

40歳台

50歳台

60歳台

70歳台

80歳以上

わからない

無回答

22.0% 46.6% 21.4%

1.3% 2.0% 3.7%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答

23.8% 16.7% 47.1%

0.4%

12.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答

19.1%

7.6%

62.6%

66.2%

10.1%

13.8%

6.1%

11.0%

2.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援1～要介護1

要介護2以上

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

わからない
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■介護のための離職の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 施設等検討の状況 

施設等への入所・入居の検討状況については、「検討していない」が 67.6％、「検討

中」が 20.2％で、「申請済み」は 5.0％となっています。 

要介護度別にみると、重度化に伴い「検討していない」の割合が低くなり、「申請済

み」の割合が高くなっています。 

加齢や心身の状態、重度化、一人暮らし世帯等、在宅生活の困難さなどが、施設入

所の検討に影響していると思われます。 

■施設等検討の状況 

 

 

 

■要介護度別・施設等検討の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1%

3.1%

1.8%

0.9%

60.8%

2.8%

22.4%

0% 20% 40% 60% 80%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・

親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた

家族・親族はいない

わからない

無回答

67.6% 20.2% 5.0% 7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

検討していない 検討中 申請済み 無回答

83.7%

68.3%

58.4%

14.4%

26.9%

27.6%

1.9%

4.7%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援1・2

要介護1・2

要介護3以上

検討していない 検討中 申請済み
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⑤ サービス利用の状況 

利用しているサービスを訪問系・通所系・短期系に分類し、サービス利用の組合せ

を集計しました。 

要介護度別にサービス利用の組合せをみると、重度化に伴い「通所系・短期系のみ」

の利用割合が増加し、要介護 3 以上になると「訪問系を含む組合せ」の割合が高く

なっていく傾向がみられます。一方で、要介護 3 以上であってもサービス「未利用」

の割合が 28.7％となっています。 

認知症自立度別では、重度化に伴い「訪問系を含む組合せ」、「通所系・短期系のみ」

の割合が高くなっています。 

訪問診療の利用割合を要介護度別にみると、重度化とともに「利用している」の割

合が高くなっており、要介護 4では 30.0％、要介護 5では 43.2％となっています。 

 

【訪問系サービス】 

訪問介護（総合事業含む）、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、 

（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養管理指導、 

夜間対応型訪問介護 

【通所系サービス】 

通所介護（総合事業含む）、（介護予防）通所リハビリテーション、 

（介護予防）認知症対応型通所介護 

【短期系サービス】 

（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護 

 

■要介護度別・サービス利用の組合せ 

 

 

 

 

 

 

 

■認知症自立度別・サービス利用の組合せ 

 

 

 

 

 

 

 

54.2%

32.7%

28.7%

6.4%

3.9%

7.4%

4.5%

7.5%

17.7%

34.8%

56.0%

46.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援1・2

要介護1・2

要介護3以上

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ

53.2%

32.3%

18.1%

7.0%

4.6%

3.1%

6.0%

9.1%

16.5%

33.8%

53.9%

62.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ以上

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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■要介護度別・訪問診療の利用割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスでは、「外出同行」が 20.4％、「移送

サービス」が 20.3％などとなっており、外出支援のニーズが高くなっています。 

また、「見守り、声かけ」についても、今後の必要性が現在の利用状況を上回ってい

るため、必要性が高いサービスと考えられます。 

■在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.7%

9.3%

5.2%

15.2%

19.8%

30.0%

43.2%

95.3%

90.7%

94.8%

84.8%

80.2%

70.0%

56.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

利用している 利用していない

10.1%

9.2%

11.8%

9.9%

9.5%

20.4%

20.3%

13.8%

7.1%

5.7%

34.9%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし
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■在宅生活の現在の利用状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6%

4.5%

7.0%

5.8%

6.1%

10.1%

6.2%

3.3%

2.9%

3.2%

63.2%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答



第 3章 基本理念と施策体系 

30 

 

第 3章 基本理念と施策体系 

１ 基本理念 

人口減少・少子高齢化による世帯類型や生活様式などの変化に伴い、家庭や地域における

人と人とのつながりが弱まる中、国は、子ども・高齢者・障がい者など全ての人々が地域や

暮らしの中で、生きがいをつくり、高め合うことができる「地域共生社会」の実現を目指し、

地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニ

ティの育成等を推進しています。 

本計画においては、「新発田市まちづくり総合計画」及び「新発田市健康長寿アクティブ

プラン」に基づき、団塊ジュニア世代が 65歳に到達する 2040年（令和 22年）を見据え、

地域共生社会の実現に向けて、「住み慣れた地域で生きがいを持って暮らし続ける健康長寿

のまち」を将来のビジョンとして、基本理念に掲げます。 

 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を営むために必要とされる、医療・介護・予

防・住まい・生活支援を包括的に提供する仕組みである「地域包括ケアシステム」は、地域

共生社会の中核的な基盤と位置づけられています。 

本市においては、団塊の世代が 75歳に到達する 2025年（令和 7年）を見据え、第６期

計画から「地域包括ケアシステムの構築」を推進しており、第 7 期計画では、「地域包括ケ

アシステムの深化・推進」を目指した取組を行ってきましたが、人口減少、少子高齢化は更

に深刻な状況となり、社会保障制度の改革が必要な状況となっています。 

第８期計画においては、持続可能なまちづくりに向けて、市民と市が一体となり「地域包

括ケアシステムの確立」を目指し、高齢者の社会参加の推進・介護予防活動の推進・高齢者

の生活支援の推進・認知症高齢者支援の推進・介護保険事業の安定運営の５つの視点で取組

を推進します。 

 

 

 

 

 

 
● 基本理念 ● 

 住み慣れた地域で生きがいを持って暮らし続ける健康長寿のまち 

 

● 基本目標 ● 

 地域包括ケアシステムの確立 
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介護 医療 

住まい 

社会参加 

就労・ボランティア活動 

老人クラブ・自治会 

趣味や学習サークル 活動の場の提供 

介護予防の通いの場 

講演会・研修会 

地域包括支援センター 

総合相談・権利擁護 

ケアマネジャー 

困りごと・悩みごと 

医療ケアの提供 

医療・薬局・在宅医療 

 

通院・入院 

通所・入所 

介護サービスの提供 

在宅サービス 

居住サービス 

施設サービス 

（地域包括ケアシステムのイメージ） 

介護予防 

認知症支援 

生活支援 

医療連携 

地域住民による支え合い 

相談 

情報提供 

基本理念（将来のビジョン） 

住み慣れた地域で生きがいを持って暮らし続ける健康長寿のまち 

基本目標 

地域包括ケアシステムの確立 
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３ 重点施策 

（１）高齢者の社会参加の推進 

就労やボランティア活動、趣味や稽古事などの社会参加、社会貢献活動を行っている高

齢者ほど自立した生活を維持する傾向があり、健康維持、社会的孤立の防止につながるこ

とから、高齢者が生きがいや社会的役割を持つことは、健康寿命を延伸する上で非常に重

要です。また、高齢者がこれまでに培ってきた豊かな経験や知識、技能を活かし、地域づ

くりの担い手となることは、地域社会の大きな財産となります。 

社会参加活動への関心、参加意欲を高め、高齢者一人ひとりがまちづくりの主役として

活躍できるよう、社会参加のための環境づくり及び活動支援に取り組みます。 

（２）介護予防活動の推進 

人口減少と高齢化が更に進むと予測される中、持続可能な社会を実現するためには、高

齢者一人ひとりが健康寿命の延伸を目指し、介護予防事業への参加や健康診査等の受診な

ど、健康な身体を保つために自発的に取り組むことが重要です。 

加齢による心身機能の低下（フレイル＊1）は、栄養・運動・口腔ケアなど日常生活習慣

の見直しや心身機能及び環境へアプローチをすることで改善が見込まれます。また、健康

診査等の受診により、生活習慣病の早期発見・早期対応が可能となります。 

本市においては、高齢者がいつまでも住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けることが

できるよう、高齢者の介護予防に対する意識を高め、地域づくりによる介護予防活動を推

進するとともに、高齢者の保健事業と介護予防事業を一体的に行うことで、健康づくりと

介護予防を横断的かつ効果的に実施します。 

（３）高齢者の生活支援の推進 

少子高齢化・核家族化により高齢者のみで構成される世帯の増加や地域のコミュニティ

の希薄化が進み、家庭や地域の支え合い機能が低下しています。高齢者の「いつまでも健

康で自立した生活を送りたい」という想いに寄り添い、住み慣れた地域で安心して生活が

できるように、地域住民の参画と協働による支え合いの仕組みや在宅生活を継続するため

の体制整備、高齢者の住まいの確保を推進します。 

また、地域包括ケアシステムの中核を担う機関である地域包括支援センター機能の充実、

在宅医療と介護の更なる連携を図ります。 

 

 

 

 

＊1：健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下が見られる虚弱状態の
こと 
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（４）認知症高齢者支援の推進 

超高齢社会の到来により、今後、ますます認知症の方が増加していくことが予測されて

おり、自身はもちろん、家族や知人などが認知症になる可能性も含めると、多くの人にとっ

て大変身近なものとなってきます。 

これまでの「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」を基にした取組を継続・発

展させるとともに、令和元年に国が示した「認知症施策推進大綱」を基に、認知症の発症

や進行を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会の実現を目指し

て、認知症の人や家族の視点を重視しながら、｢共生｣と｢予防｣を取組の柱として事業を展

開していきます。 

（５）介護保険事業の安定運営 

高齢者の尊厳ある自立した日常生活を支えるためには、保険給付サービスや地域支援事

業による支援が不可欠です。人口減少・高齢化により社会保障制度の改革が必要とされて

いる中で、地域包括ケアシステムの土台となる介護保険事業の安定運営に向けて、サービ

ス提供体制の構築及び適正な事業の実施を推進します。 

また、持続可能な介護保険制度とするためには、市民一人ひとりの健康長寿に対する意

識を高めることが重要です。介護保険制度の普及啓発を行い、市民と市が一体となり、安

心して生活できるまちづくりを目指します。 
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４ 施策体系 

 

 

 

 
住
み
慣
れ
た
地
域
で
生
き
が
い
を
持
っ
て
暮
ら
し
続
け
る
健
康
長
寿
の
ま
ち 

 
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
確
立 

 

高齢者の社会参加の推進 

 社会参加のための環境づくり 

    社会参加のための活動支援 

    生きがいづくりと生涯学習の支援 

      

   

介護予防活動の推進 

 介護予防に関する普及啓発 

    地域づくりによる介護予防 

    
介護予防・日常生活支援 
総合事業の充実 

      

   

高齢者の生活支援の推進 

 安心して生活できるまちづくり 

    地域包括支援センター機能の充実 

    在宅医療・介護連携の推進 

      

   

認知症高齢者支援の推進 

 認知症に対する理解の促進 

    認知症予防の推進 

    認知症支援体制の強化 

    地域づくりによる認知症支援 

      

   

介護保険事業の安定運営 

 サービス提供体制の構築 

    介護保険事業の適正化 

    介護保険制度の普及啓発 

 

重点取組 

・「健康長寿アクティブ交流センター」を拠点とした社会参加活動の支援 

・住民主体の通いの場「ときめき週１クラブ」を中心とした地域づくりによる介護予防 

・地域における住民相互による支え合いの仕組みづくり（高齢者の生活支援体制整備） 

・「認知症サポーター」の養成による認知症に対する理解の促進 

・ケアプラン点検等による介護保険サービスの適正な提供と介護給付費用の効率化 

 

重点施策 施策の展開 基本目標 基本理念 
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第 4章 施策の展開 

１ 高齢者の社会参加の推進 

就労やボランティア活動、趣味や稽古事などの社会参加や社会貢献活動を行っている高齢

者ほど自立した生活を維持する傾向があり、健康維持、社会的孤立の防止につながることか

ら、高齢者が生きがいや社会的役割を持つことは、健康寿命を延伸する上で非常に重要です。

また、高齢者がこれまでに培ってきた豊かな経験や知識、技能を活かし、地域づくりの担い

手となることは、地域社会の大きな財産となります。 

社会参加活動への関心、参加意欲を高め、高齢者一人ひとりがまちづくりの主役として活

躍できるよう、社会参加のための環境づくり及び活動支援に取り組みます。 

（１）社会参加のための環境づくり 

① 健康長寿アクティブ交流センター 

急速に進む人口減少と高齢化に耐え、持続可能なまちとするため、まちづくりの重

要な視点として「健康長寿」を加えるに際して、「地域交流センター」をリニューアル

し、令和２年４月に健康長寿の拠点施設として「健康長寿アクティブ交流センター」

をオープンしました。 

高齢者の社会参加に向けた普及啓発及び情報提供を行うとともに、自主的な活動場

所の提供や社会参加に関する相談支援など、高齢者の社会参加を推進するための環境

及び体制を整え、高齢者の生きがいづくりを推進します。 

なお、「健康長寿アクティブ交流センター」の適切な運営及び高齢者の社会参加活

動促進に係る事業を行うための財源の一部に、保険者機能強化推進交付金＊1を活用し、

更なる事業の推進を図ります。 

② 地域ふれあいルーム 

地域ふれあいルームは、高齢者の通いの場（居場所）を創設することで、高齢者の

社会参加の促進及び社会的孤立の解消を図ることを目的として、平成 13年度から自

治会等への委託（一部直営）により運営しています。 

本市は、国が示す「地域共生社会」の実現に向けて、住民主体の通いの場を中心と

した地域づくりを推進しており、地域ふれあいルームにおいても、住民主体の運営に

向けて見直しが必要であると考えています。地域の実情や高齢者ニーズに応じて事業

内容の検討を行うとともに、高齢者それぞれが役割を持ち、支え合いながら、自分ら

しく活躍できる、社会参加のための環境づくりに取り組みます。 

 

 

＊1：市町村による高齢者の自立支援・重度化防止等の取組を支援することを目的とした国庫交付金 
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③ 世代間交流の推進 

地域のコミュニティの希薄化、高齢者だけで構成される世帯の増加により、階層的

な支え合い機能が低下している中で、地域とのつながりを保つために、近所での助け

合いが重要だと感じている人や社会参加へのきっかけを模索している人がいます。 

地域行事への参加等により世代間交流がしやすくなるように支援し、地域や社会へ

の参加を促進します。また、地域活動への参加が、介護予防や健康長寿につながると

いう意識を高めるとともに、地域活動の担い手として生涯現役で活躍していくことが

できるように環境整備に努めていきます。 

④ 外出支援 

外出に係る支援は、買い物や受診、「ときめき週 1 クラブ」への参加など、他の支

援やサービスとの関係も深く、また、今後、高齢化の進展とともに、移動手段が限ら

れる人口の増加が予測されることもあり、とても重要な課題といえます。 

地域コミュニティを中心として「地区福祉（活動）計画」に基づき、地域課題を住

民一人ひとりと共有し、「地域共生社会」の実現に向けた見守り、買い物、移動などの

参加型の住民相互による支え合いのある地域づくりに取り組んでいきます。 

（２）社会参加のための活動支援 

① ボランティア活動の支援 

高齢者が得意分野を活かして支える側になることは、社会との関わりを持てるとと

もに、生きがいや健康づくりにつながり、介護予防の効果も期待できます。 

また、元気な高齢者が介護事業所等でボランティア活動を行うことにより、介護人

材の確保につながることも期待できます。 

在宅介護実態調査の結果から、声かけやごみ出し、掃除など、生活上のちょっとし

た支援を必要としている人が多いことが分かります。生活支援体制整備事業などを通

じ、地域の見守り・支え合いの担い手となる高齢者の育成に積極的に取り組み、ボラ

ンティアポイント制の導入や有償ボランティアなど、社会福祉協議会等の関係機関と

連携しながら、その活用の仕組みを検討していきます。 

② 高齢者の就労機会の充実 

高齢者が健康で生きがいを持ち、いきいきとした生活を送る上で、就労を通じた地

域貢献は重要なものとなります。 

高齢者が身近な地域で長年培ってきた豊富な知識・経験や技能を活かせる就労の機

会や活躍の場を提供している「新発田地域シルバー人材センター」に対して、胎内市

及び聖籠町と連携して補助金を交付するとともに、理事として運営に直接参加し、必

要な助言や支援を行います。 

また、シルバー人材センターへの支援や連携した取組の推進、就労に関する情報提

供・相談対応などにより、高齢者の就労機会の充実を図り、高齢者の就労割合の増加

を目指すとともに、シルバー人材センターのみならず、市内の多様な民間企業・団体
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等での就労を推進するため、市関係課・機関との連携やコーディネート機能を持つ窓

口・人材等の配置についても検討していきます。 

③ 老人クラブ活動の支援 

老人クラブは、高齢者の持っている経験や知恵を活かして、地域社会を豊かにする

社会活動などを行っています。令和 2年 9月末現在、老人クラブ連合会には 58のク

ラブが加入しており、会員数の合計は 1,950人となっています。しかし、就労してい

る高齢者も多いことから若年層の加入が少なく、活動の継続が難しくなっているクラ

ブもある状況です。 

老人クラブ連合会と連携して実態を調査し、支援の充実・見直しに向けて更なる検

討を重ねるとともに、老人クラブの社会奉仕・健康増進・教養活動等を通じて、高齢

者の社会参加の推進を図ります。 

（３）生きがいづくりと生涯学習の支援 

① 学習機会の提供 

生涯学習活動を推進するため、学び、集い、交流の機会の充実を図るとともに、活

動の場であるコミュニティセンター、公民館、図書館等の利用促進と高齢者による主

体的な活動への支援を行います。 

また、生涯学習活動を通じて社会とのつながりを持ち続けるとともに、年齢を重ね

ても、家庭や地域での役割を持ち、毎日をいきいきと暮らせるよう支援していきます。 

② 運動支援 

高齢者がいつまでも健康でいきいきと暮らし続けるためには、運動を含めた身体活

動量の増加とその継続が重要な要素になると考えられます。日常生活動作（ADL＊2）、

手段的日常生活動作（IADL＊3）の低下を防ぐ運動の普及啓発を進めていきます。 

また、生きがいを持った活動的な生活を送ることができるよう、地域活動、学習活

動、趣味活動、農作業を含めた就労などの社会参加活動を支援することにより、日常

生活における身体活動量の増加を促進します。 

 

高齢者の社会参加の推進（重点取組） 

◎「健康長寿アクティブ交流センター」を拠点とした社会参加活動の支援 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8期（計画値） 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

健康長寿アクティブ交流センター
の延べ利用者数 

－ － 34,000 人 40,000 人 41,000 人 42,000 人 

 

＊2：起床から着替え、移動、食事、トイレ、入浴など日常的な動作 
＊3：買い物、電話、外出など、ADLよりも高い自立した日常生活を送る能力 
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２ 介護予防活動の推進 

人口減少と高齢化が更に進むと予測される中、持続可能な社会を実現するためには、高齢

者一人ひとりが健康寿命の延伸を目指し、介護予防事業への参加や健康診査等の受診など、

健康な身体を保つために自発的に取り組むことが重要です。 

加齢による心身機能の低下（フレイル＊4）は、栄養・運動・口腔ケアなど日常生活習慣の

見直しや心身機能及び環境へアプローチをすることで改善が見込まれます。また、健康診査

等の受診により、生活習慣病の早期発見・早期対応が可能となります。 

本市においては、高齢者がいつまでも住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けることがで

きるよう、高齢者の介護予防に対する意識を高め、地域づくりによる介護予防活動を推進す

るとともに、高齢者の保健事業と介護予防事業を一体的に行うことで、健康づくりと介護予

防を横断的かつ効果的に実施します。 

（１）介護予防に関する普及啓発 

高齢者の健康長寿に関する意識を高めるためには、介護予防の基本的な知識や考え方の

普及啓発が重要です。第７期計画では、介護予防について市民の関心を集めるために、「介

護予防川柳」の募集を行いました。今期においては、パンフレットの作成・配布、医師や

大学教員などの有識者による講演会や高齢者が集う場における講話を引き続き実施し、高

齢者の自発性を育みます。 

（２）地域づくりによる介護予防 

本市では、「住民主体の通いの場」を中心とした、地域づくりによる介護予防の取組を

推進しています。通いの場は、地域の高齢者が定期的に集まり、介護予防に向けたプログ

ラムや様々な活動を通じて、参加者の心身機能の向上を図るだけでなく、人と人とのつな

がりを通じた支え合いのある地域づくりを目的としています。 

第７期計画では、高齢者の自立支援・重度化防止等の重点項目として、住民主体の通い

場のひとつである「ときめき週１クラブ＊5」の立上げ及び運営支援を推進し、実施クラブ

数、参加実人数とも目標値を大きく上回る結果となりました。今期においては、PDCAサ

イクルを活用した事業評価を踏まえ、医療専門職種による通いの場への関与を推進するな

ど、地域における介護予防活動の機能強化を充実します。 

 

 

 

 

＊4：健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下が見られる虚弱状態の
こと 

＊5：おおむね 65 歳以上の高齢者を対象に、歩いて通える公会堂などの会場で、週に 1 回程度、筋
力の維持向上に効果的な「しばた・ときめき体操」等の運動を実施する住民主体の通いの場 
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① 地域介護予防活動の支援 

高齢者の住み慣れた地域における「住民主体の通いの場」の充実や、介護予防の機

会の増加及び地域住民のつながり強化を目的として、地域活動の開設・運営支援を

行っています。 

本市においては、年齢や心身の状態等によって高齢者を分け隔てることなく、誰で

も一緒に参加することのできる「ときめき週１クラブ」の地域展開を推進しており、

地域住民からの要望に応じて、地域の自治会や民生委員との協議、「しばた・ときめき

体操」が収録された DVD の提供や専門職の派遣など、地域住民が自主的に活動する

ために必要なサポートを行います。 

また、地域活動を支える介護予防に関するボランティア（忘れん・転ばんサポーター）

人材を育成し、地域力の向上を図るとともに、サポーター自身が活動を通じて生きが

いや社会的役割を感じられるよう、働きかけを行います。 

② 介護予防把握事業 

地域住民、地域包括支援センター、民生委員、医療機関等の地域連携を強化し、閉

じこもりや生活機能の低下など何らかの支援を要する高齢者を把握し、「住民主体の

通いの場（ときめき週 1 クラブ等）」や介護予防・日常生活支援総合事業、医療機関

へつなぎます。 

③ 地域リハビリテーション活動支援事業 

高齢者を取り巻く環境や生活課題に向き合い、より効果的な介護予防活動を実施す

るために、リハビリテーション専門職等の派遣を行います。 

派遣先は、「住民主体の通いの場（ときめき週 1クラブ等）」に限らず、日常生活支

援総合事業の通所型及び訪問型サービス、地域ケア会議＊6、サービス担当者会議＊7な

どにおいて、リハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、

介護予防の機能強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊6：市や地域包括支援センターが開催し、医療、介護などの多職種や民生委員等の地域住民等が協
働し、高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護支援専門員の資質向上を目的に開催され
る会議 

＊7：居宅介護支援専門員が作成したケアプランの内容について、各サービス介護事業所の担当者等
が集まり検討を行う会議 
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（３）介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

介護予防・日常生活支援総合事業は、要支援相当の方を対象に、自立支援・重度化防止

を目的とした介護サービスの提供を行う事業です。高齢者の多様な生活支援のニーズに応

えるため、訪問介護や通所介護等の介護保険サービス相当の専門的なサービスに加え、住

民主体の支援等、地域の実情に応じた事業展開を推進します。 

① 訪問型サービス 

■訪問介護（介護予防相当サービス） 

訪問介護員が家で入浴や排せつ、食事等の身体介護を中心とした生活援助を行いま

す。 

■訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

訪問介護員が調理や掃除等の生活援助を行い、利用者の生活機能向上を支援します。 

■訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

現在は未実施ですが、買い物代行やゴミ出し等、高齢者の生活上の困りごとを、住

民相互による支え合いで支援できる地域づくりを目指します。 

■訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

日常生活動作（ADL）や手段的日常生活動作（IADL）の改善に向けた支援が必要な

方に対し、保健・医療の専門職が訪問し、介護予防プログラムを 3～6 か月の短期間

で集中的に行います。また、適切な環境整備により安全な生活を送ることができるよ

う指導します。 

■訪問型サービスＤ（移動支援） 

現在は未実施ですが、通院や介護予防事業への参加等、送迎や付添い支援のニーズ

は高まっていくと考えられます。住民主体による支援体制の整備を検討していきます。 

② 通所型サービス 

■通所介護（介護予防相当サービス） 

施設において、入浴や排せつ、食事等、日常生活上の支援及び機能訓練を行います。 

■通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

施設において、生活機能を改善するための運動等を行います。週 1回、おおむね 1

時間 30分程度、6か月（1クール）を目安に実施します。 

■通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

現在は未実施ですが、地域の希望や実情に応じて、有償・無償のボランティア等に

より提供される住民主体の支援体制について、既存の社会資源の活用と併せて検討を

行います。  
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■通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

日常生活動作（ADL）や手段的日常生活動作（IADL）の改善に向けた支援が必要な

方に対し、保健・医療の専門職の指導の下、運動器の機能向上や栄養改善、口腔機能

の向上等に資するプログラムを短期集中的に行い、生活機能の向上及び社会参加の推

進を図ります。 

第７期計画期間中においては、新潟県と市が協働でモデル事業に取り組み、公募選

定した介護事業所で既存事業に先進地の取組を加えた「複合型プログラム＊8」を実施

しました。より予防効果の高いサービス提供に向けた体制整備及び職員の「自立支援」

に対する意識の高揚を目的としています。今期においては、モデル事業の継続支援を

行い、市内介護事業所に対して自立支援・重度化防止に向けた取組の普及に努めます。 

③ その他の生活支援サービス 

国の指針では、栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者の見守り、訪問型及

び通所型サービスの一体提供等、自立支援に資する生活支援などが例示されています。

地域の実情に応じた事業拡充や新規事業の創出を検討し、高齢者の自立支援・重度化

防止を推進します。 

④ 介護予防ケアマネジメント 

地域包括支援センターの職員が要支援者等に対してアセスメント＊9を行い、利用者

の状況を踏まえ、自立支援・重度化防止等に向けた目標設定を行い、市が示す「自立

支援・重度化防止等に資するケアマネジメント」の基本指針に沿ったケアプランを作

成します。また、利用者が主体となって目標達成に取り組んでいけるよう支援を行い

ます。 

 

介護予防活動の推進（重点取組） 

◎住民主体の通いの場「ときめき週１クラブ」を中心とした地域づくりによる介護予防 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8期（計画値） 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

ときめき週1 クラブの活動団体数 61 団体 79 団体 80 団体 85 団体 90 団体 95 団体 

ときめき週 1 クラブの参加人数 1,086 人 1,385 人 1,200 人 1,275 人 1,440 人 1,615 人 

 

 

 

＊8：高齢者の多様な生活課題の改善に資する個別プログラムを実施することにより、自立した日常
生活の持続を延伸するとともに、自主的に健康増進や介護予防についての意識を高めるような
支援を行うもの 

＊9：利用者の解決すべき生活課題や可能性を把握するため、身体的状況、生活環境、本人や家族の
希望など様々な情報を収集し、事前評価及び課題分析を行うこと 
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３ 高齢者の生活支援の推進 

少子高齢化・核家族化により高齢者のみで構成される世帯の増加や地域のコミュニティの

希薄化が進み、家庭や地域の支え合い機能が低下しています。高齢者の「いつまでも健康で

自立した生活を送りたい」という想いに寄り添い、住み慣れた地域で安心して生活ができる

ように、地域住民の参画と協働による支え合いの仕組みや在宅生活を継続するための体制整

備、高齢者の住まいの確保を推進します。 

また、地域包括ケアシステムの中核を担う機関である地域包括支援センター機能の充実、

在宅医療と介護の更なる連携を図ります。 

（１）安心して生活できるまちづくり 

① 互助による生活支援の体制整備 

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を継続するためには、自身が主体的に生活

課題の解決に取り組むこと（自助）が大切ですが、家族や近隣の人などの支え合い（互

助）により、更に多くの課題が解決できる場合もあり、地域住民による生活支援の充

実が求められています。 

住民自らが地域課題を認識し、解決方法の検討や具体的な活動を展開できるよう、

普及啓発活動を行うとともに、地域における住民相互による支え合いの仕組みづくり

を推進するため、地区福祉（活動）計画を策定している 17地区における「協議体（地

域の話し合いの場）」と「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の設置

に継続して取り組みます。また、「協議体」のネットワーク構築や各地区の課題やニー

ズの検討を通じ、住民による具体的な活動展開につながるよう、関係機関と連携しな

がら支援します。 

② 一人暮らし高齢者等の見守り 

一人暮らし高齢者や高齢者のみで構成される世帯等の増加に伴い、高齢者の社会的

孤立が深刻な課題となっています。住み慣れた地域で安心して生活ができるように、

一人暮らし高齢者や高齢者のみで構成される世帯等の見守り支援体制の強化、支援制

度の整備に取り組みます。 

■見守り支援体制 

本市は、新発田市社会福祉協議会と連携し、日常生活の中でのさりげない見守りを

行う「地域みまもり隊」の活動を推進しています。活動の普及啓発に努め、市民や介

護事業所等の活動参加を促進し、見守り体制の強化を図ります。 

また、見守る側が異変を感じたときの通報等がスムーズに行えるよう、普段から地

域包括支援センターや民生委員、新聞、電気、水道、ガス、宅配業者等、自宅へ訪問

する機会が多い民間事業者や介護事業所、警察など関係機関との連携に努めます。 
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■緊急通報装置設置事業 

急病等の緊急事態の発生を連絡発信するための緊急通報装置を自宅に設置し、通報

に対して、警備員の出動、協力員及び救急等への連絡体制を整えます。また、安否セ

ンサーの設置、相談受付等のサービスを併せて実施します。 

■高齢者食の自立支援事業 

要支援・要介護認定を受けた一人暮らし等の高齢者を対象に、夕食の弁当を週２回

配達することにより、健康維持と孤独感の解消を図るとともに、安否確認を行います。 

■救急医療情報キット配布事業 

かかりつけ医や持病、内服薬等の重要な医療情報及び緊急連絡先等を記載する「救

急医療情報キット」を配布し、自宅の所定の場所に設置することで、救急時のより迅

速・適切な救急活動を支援します。 

③ 在宅生活を続けるための支援 

一人暮らし高齢者等が、安心して在宅生活が継続できるよう、支援制度を整備して

います。 

■日常生活用具の購入費助成事業 

一人暮らし高齢者等の日常生活の自立のため、火災警報器、自動消火器、電磁調理

器の購入費を助成し、安全な在宅生活を支援します。 

■寝具乾燥事業 

一人暮らしや寝たきりの高齢者を対象に、寝具乾燥を月１回、丸洗いを年１回行い、

衛生管理の向上を図るとともに、快適な在宅生活を支援します。 

■住宅改修費の助成事業 

段差解消や手すりの取付けなど、その身体の状況に合ったものに改修するために必

要な経費を助成します。介護保険サービスと併用することにより、経済的負担を軽減

します。 

■寝たきり高齢者紙おむつ助成事業 

紙おむつの購入費用の助成を行うことにより、寝たきり高齢者等を介護する家族の

経済的負担を軽減します。 

■屋根雪を除雪する費用の助成事業 

一人暮らし高齢者世帯等の屋根雪除雪に係る費用の一部を助成することにより、冬

期間の生活の安全を確保し、在宅生活を支援します。 

■生活支援短期入所事業 

要支援・要介護認定を受けていない高齢者で、社会適応が困難な方や自宅で高齢者

の介護をしている家族が冠婚葬祭などの理由で介護ができない場合など、短期間、一

時的に施設入所ができるよう支援を行います。 
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④ 高齢者の住まいの確保 

地域包括ケアシステムを構成する５つの要素（医療・介護・予防・住まい・生活支

援）の中でも、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために基本となるのが「住ま

い」とされています。 

高齢者の多様なニーズを踏まえ、賃貸住宅や高齢者向け住宅等の住まいが適切に供

給される環境を整えるとともに、地域の実情を把握し、新潟県と連携しながら高齢者

の住まいの確保の健全化を図ります。また、生活に困難を抱えた高齢者に対する「住

まいの確保と生活の一体的支援」の取組を推進していきます。 

■養護老人ホーム 

環境上の理由及び経済的理由により在宅生活が困難な高齢者のセーフティーネッ

トとして、市が公的な判断により入所の決定（措置）を行う老人福祉施設です。 

養護老人ホームへの入所は、困難を抱える高齢者が精神的な安定を得ることにつな

がることから、入所が必要な高齢者が適切に入所できるよう支援を行います。 

■軽費老人ホーム（ケアハウス） 

身体機能の低下等により、自立した日常生活を営むには不安が認められる 60 歳以

上の方を対象に、比較的低額な料金で食事の提供やその他の日常生活に必要な支援を

受けられる老人福祉施設です。現在、本市には社会福祉法人が運営する軽費老人ホー

ムが 3か所あります。 

■老人福祉センター 

高齢者の健康増進、教養の向上を目的として、レクリエーション等のための場所を

提供しています。市内には、老人福祉センターが 1か所あり、高齢者の憩いと交流の

場として利用されています。 

■有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅 

食事の提供や家事、住まいの老朽化などの多様な生活課題を抱える高齢者の増加に

伴い、高齢者向け住宅のニーズが高まる中で、整備の推進と併せて、質の担保が重要

となっていきます。 

令和 2年 9 月末現在、本市には有料老人ホームが 2 か所（定員 56 人）、サービス

付き高齢者向け住宅が 2か所（定員 86人）がありますが、アンケート調査などを通

して地域のニーズの把握を行うとともに、高齢者住宅を開設する意向のある事業者な

どの情報収集に努めます。 

また、有料老人ホーム等の実態把握や入居者処遇の質の確保を目的とした介護サー

ビス相談員派遣事業の実施など、新潟県と連携し、高齢者の住まいの確保の健全化を

図ります。 
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⑤ 地域ケア会議の開催 

地域包括ケアシステムを確立するためには、高齢者個人に対する支援の充実（在宅

生活の限界点の引上げ）とそれを支える社会基盤の整備（地域づくり）を同時に進め

ることが重要です。 

本市では、これを実現する手法として「地域ケア会議」を推進しており、適切な支

援を図るために必要な検討を行うとともに、地域において自立した日常生活を営むた

めに必要な支援体制に関する検討を行います。なお、開催については、目的に応じて

地域包括支援センターと協働で行います。 

■地域ケア個別会議 

個別のケースについて多職種で多角的視点から検討し、高齢者が抱えている課題の

解決とともに、自立及び生活の質の向上に資するケアマネジメントを実施します。 

■地域ケア圏域会議 

個別ケースの課題分析や事例検討の積み重ね等を通じて、その背景にある日常生活

圏域の課題や要因を分析・共有し、地域づくりや必要な資源開発に向けた検討を行い

ます。 

■地域ケア推進会議 

関係機関等の参画を得て、市レベルでの地域づくりや資源開発、政策形成などの検

討を行います。 

（２）地域包括支援センター機能の充実 

本市では、高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とし、

地域包括ケアシステムの中核を担う機関として、地域包括支援センターを日常生活圏域ご

とに 1か所ずつ、合計 5か所に設置しています。専門的な知識や技術を有した 3職種（保

健師又は経験のある看護師・社会福祉士・主任ケアマネジャー）の配置に加え、全てのセ

ンターに認知症地域支援推進員を配置し、認知症の人や家族等の相談支援や支援ネット

ワークの構築、認知症対応力の向上など、センター機能の充実に努めています。 

平成 18年度に設置して以来、過疎化や人口集中による高齢者の偏在や一人暮らし高齢

者を中心とした高齢者世帯の増加、複合化・複雑化した支援ニーズを抱える世帯の増加、

移動手段の減少や店舗の廃業などによる生活環境の変化など、各地域包括支援センターに

求められる活動領域や量・質に大きな変化が生じてきています。 

そのため、地域包括支援センターの機能が効率的・効果的に発揮されるよう、望ましい

担当圏域の設定や人員配置について検討を行うとともに、地域住民や関係機関との連携・

協働を促進し、一層の機能強化を目指していきます。 
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① 総合相談 

地域住民から寄せられる様々な相談を受け止め、各種制度やサービス等の情報提供、

関係機関とのコーディネートなど継続的な支援を行います。 

また、家族支援の視点に立ち、介護と就業の両立による「介護離職ゼロ」を目指し

て、関連機関と連携を図りながら、適切なサービス及び制度等の情報提供や相談対応

などの支援を行います。 

② 権利擁護 

一人暮らし高齢者や高齢者のみで構成される世帯、認知症等により判断能力が低下

した高齢者などの増加により、問題が解決できない、適切なサービスにつながらない

等の困難な状況にある高齢者の増加が見込まれています。 

地域包括支援センター職員による専門的・継続的な支援に加え、成年後見制度＊10な

どの利用促進、関係機関との連携による消費者被害や高齢者虐待の防止等に取り組み、

高齢者の尊厳の保持に努めます。 

③ 包括的・継続的マネジメント 

多様な生活課題を抱える高齢者に対して、その人らしい生活を継続していくために

必要な支援を行う介護支援専門員等が自身の役割をしっかりと果たせるよう、個別事

例への助言や地域の連携・協力体制の整備、社会資源の開発などを行います。また、

介護支援専門員を対象とした研修や事例検討会を開催し、資質向上への支援を行いま

す。 

④ 介護予防ケアマネジメント 

地域包括支援センターの職員が要支援者等に対して、市の基本指針に基づく自立支

援・重度化防止等に資するケアマネジメントが適切に実施できるよう、職員研修や地

域ケア会議等を開催し、職員の資質向上を目指します。また、介護予防ケアマネジメ

ントを居宅介護支援事業所に委託した場合においても、センターの 3職種が適切に関

与する仕組みを整え、基本指針の普及に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊10：認知症等のため判断能力が十分でない人が、各種手続きや契約、財産管理等を行う際に一方的
に不利にならないように保護や支援を行うことを目的とした制度 
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（３）在宅医療・介護連携の推進 

今後、増加が見込まれる、介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者が、住み慣れた

地域で自分らしい生活を続けることができるよう、地域の医療・介護関係機関による多職

種協働により、在宅医療・介護を一体的かつ継続的に提供する体制づくりに取り組みます。 

① 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

医療・介護の専門職の参加を得て、在宅医療・介護連携に関する研修会や会議を開

催し、令和元年度にはロジックモデルを活用し、新発田地域における在宅医療・介護

の目指す姿「自分の望む場所で安心して暮らし、自分らしく最期を迎えることができ

る」を共通認識としました。 

今後も引き続き、具体的な解決策について多職種で検討する場を設け、連携して取

組を進めていきます。 

② 切れ目のない在宅医療と介護の連携体制の構築推進 

市内には医療機関が多く存在するため訪問診療を行う医師は少なくありませんが、

医師の高齢化も進んできていることから、在宅医療推進センターや医師会と連携し、

訪問診療にかかる医師の負担軽減に向けて検討を進めていきます。 

また、在宅療養の 4つの場面（入退院支援・日常の療養支援・急変時の対応・看取

り）ごとに、高齢者やその家族に身近な存在となる看護師が、ニーズに合わせた専門

性を発揮できるよう支援を行います。 

③ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

医師会と連携を図りながら、在宅医療の中心的役割を担う診療所の「ときネット＊

11」への加入促進に取り組むとともに、その他の情報連携ツールも活用して、医療・

介護連携をタイムリーかつスムーズに行い、医療と介護が切れ目なく一体的に提供さ

れる体制を目指します。 

④ 地域住民への普及啓発 

在宅医療や介護が必要となったとき、必要なサービスを適切に選択できるようにす

るため、自らが望む人生の最終段階の在り方を考え、家族などの周囲の人と共有しな

がら思いを形にして残しておくことが重要になっています。 

関係機関と連携しながら講演会や出前講座を開催するなどし、「その人らしい人生

の最終段階の過ごし方」について、自ら考え備えることができるよう、「人生会議」＝

ACP（アドバンス・ケア・プランニング）＊12の重要性について、より一層の普及啓発

を行います。 

 

 

＊11：医療・看護・介護等の情報を一元的管理ができる統合システム 
＊12：「人生会議」は、ACP（アドバンス・ケア・プランニング）と同じ意味であり、人生の最終段

階に向けて、今後の治療・療養について、患者や家族と医療従事者があらかじめ話し合う自発
的なプロセスのこと 
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⑤ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 

関係市町が合同で在宅医療・介護連携推進業務を「しばた地域医療介護連携セン

ター」へ委託したことをきっかけに、新発田市・阿賀野市・胎内市・聖籠町の 4市町

で連携を密にし、定期的に情報・意見交換を行っています。また、「新発田市・胎内市・

聖籠町定住自立圏」連携事業のメニューの一つとしても位置づけられており、広域的

な視点を意識しながら事業を展開しています。各市町の在宅医療・介護連携に係る課

題は異なりますが、本市には多くの医療機関・介護事業所が存在していることから、

阿賀北の中心市として近隣市町の実情も勘案しながら、連携して事業を展開していき

ます。 

 

高齢者の生活支援の推進（重点取組） 

◎地域における住民相互による支え合いの仕組みづくり（高齢者の生活支援体制整備） 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8期（計画値） 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

高齢者の支え合いの仕組みが作
られている地区の数 

０地区 2 地区 2 地区 4 地区 6 地区 8 地区 
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４ 認知症高齢者支援の推進 

超高齢社会の到来により、今後、ますます認知症の方が増加していくことが予測されてお

り、自身はもちろん、家族や知人などが認知症になる可能性も含めると、多くの人にとって

大変身近なものとなってきます。 

これまでの「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」を基にした取組を継続・発

展させるとともに、令和元年に国が示した「認知症施策推進大綱」を基に、認知症の発症や

進行を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会の実現を目指して、

認知症の人や家族の視点を重視しながら、｢共生｣と｢予防｣を取組の柱として事業を展開して

いきます。 

（１）認知症に対する理解の促進 

地域・学校・職域を対象とした認知症サポーター養成講座を積極的に開催し、認知症へ

の正しい理解を広めるとともに、自身や家族などの身近な人が「認知症かもしれない」と

思ったときに相談ができるよう、また、認知症の人やその家族を支えるために自身が身近

な支援者としてできることを考え、行動に移せるよう普及啓発を行っていきます。また、

自身や家族などの身近な人が「認知症かもしれない」と思ったときに相談できる窓口の周

知に努めます。 

（２）認知症予防の推進 

運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習慣病の予防、生涯学習・地域活動・就業

などの社会参加による社会的孤立の解消や役割の保持等が、認知症の発症を遅らせること

ができる可能性が示唆されています。 

このような認知症予防に関する情報提供に努めるとともに、ときめき週 1クラブの活動

支援や介護予防・生活支援サービス事業の介護予防プログラムを通して認知症予防に取り

組みます。 
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（３）認知症支援体制の強化 

① 早期発見・早期対応の体制強化 

認知症は、その進行段階により状態が変化します。また、変化の仕方や進行の速さ

などは個人差がありますが、その段階に応じた適切な支援が行き届くことで、認知症

の人や介護者の混乱や不安を軽減することができます。 

できるだけ早い段階で、本人・家族が異変に気づき早期対応できるよう、認知症に

関する普及啓発・情報提供に取り組むとともに、地域包括支援センターやかかりつけ

医、認知症疾患医療センターとの連携を図り、適切な医療・介護の窓口につなげてい

きます。 

■認知症の段階に応じた適切な支援 

認知症に関する相談窓口や認知症の進行段階に応じた医療や介護サービスを分か

りやすく示した認知症ケアパスを活用し、認知症の進行と主な症状、それぞれの段階

において必要となる支援等に関する情報を提供していきます。 

■認知症初期集中支援事業 

認知症専門医の指導の下、医療と福祉の専門職が協力し、認知症の疑いのある方や

認知症の方に対する初期の集中的な支援を行い、在宅での自立した生活のサポートを

行っていきます。 

② 認知症の人の介護者の負担軽減 

認知症の人を介護する家族は、周囲に迷惑をかけたくないからと抱え込み、孤立す

る傾向にあり、精神的・身体的にも大きな負担を抱えており、周囲の支援が必要とさ

れています。家族介護者の心の安定が、認知症の人へのケアや生活の質の向上につな

がっていくことから、認知症の方への支援と並行して介護者への支援を行っていくこ

とが重要です。 

関係機関の協力を得ながら介護者に寄り添い、認知症ケアパス等を通じて情報提供

を行うとともに、認知症カフェなどの介護者同士の交流の場を設け、悩みや思いを打

ち明け合える環境づくりに取り組みます。 

③ 介護従業者等の認知症対応力の向上 

認知症の種類や症状に合わせてケアを提供することは、認知症の人の精神的な安定

を図り、行動・心理症状の出現などを軽減することが可能になります。 

認知症になったら「何もわからなくなる」のではなく、その人の生い立ちや暮らし、

趣味・趣向などを大切にしながらケアが提供していけるよう、パーソンセンタードケ

ア＊13の考えを取り入れながら、研修や事例検討会を開催していきます。 

 

 

＊13：認知症の人を尊重し、「その人の視点や立場に立って理解しながらケアを行う」という認知症
ケアにおける考え方 
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（４）地域づくりによる認知症支援 

認知症の人も含め、様々な生きづらさを抱えていても、一人ひとりの思いが尊重され、

その人らしく社会参加ができる地域共生社会の実現に向けた取組を推進します。 

① 認知症バリアフリーの推進 

認知症があり、一人歩きによる事故のリスクのある高齢者の情報を事前に関係機関

と共有し、早期発見・早期対応につながるよう認知症高齢者見守り事業を実施し、介

護する家族の精神的・身体的負担の軽減に取り組んでいきます。 

また、認知症地域支援推進員の活動を通じて、地域での見守り体制づくりを行い、

認知症の方の見守りや事故の未然防止・安全の確保など、認知症があっても安心して

過ごせる地域づくりに取り組みます。 

② 権利擁護 

認知症等により判断能力が低下してしまうと、悪質な商法の被害を受けたり、契約

ができないために必要な介護サービスを利用することが難しい場合があります。また、

日常生活や人生の最終段階などにおいても、できるだけ本人の意思に沿った生活への

支援ができるよう、成年後見制度や社会福祉協議会が行う日常生活自立支援事業＊14

などの各種制度の利用とともに、関係者で協力しながら意思決定支援を行うなど、高

齢者の権利を守る取組を行っていきます。 

■成年後見制度利用支援事業 

認知症になり判断能力が低下しても、住み慣れた地域で暮らし続けることができる

よう、成年後見制度等の利用促進に取り組みます。法定後見制度の利用を必要として

おり、申立てをする親族がいない高齢者に対しては市長申立てを行います。また、市

長申立てを行った低所得の高齢者には、申立費用を助成するほか、必要に応じて報酬

助成等を行い、成年後見制度を必要とする高齢者への利用支援を行います。 

■虐待の防止 

高齢者虐待の背景として認知症が存在することから、対応方法等の普及啓発を行い、

虐待の発生予防に努めるとともに、地域や関係機関と連携して、虐待の早期発見・早

期対応のための体制を整備し、高齢者の尊厳保持・権利擁護に努めます。 

■意思決定支援 

認知症の人と早期の段階から話合いや意思の確認を繰り返し行うとともに、日常的

な見守りなどを通じ、本人の意思や状況を継続的に把握するなどし、本人・家族・医

療介護関係者・成年後見人などがチームで協力して意思決定支援をしていけるよう、

普及啓発や理解の促進に取り組みます。 

 

 

＊14：判断能力が不十分な人を対象に、福祉サービス利用援助や日常的な金銭の出し入れ等の支援を
行う事業 
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③ 若年性認知症の人への支援 

若年性認知症は、本人や周囲が異変に気づいても受診までに時間を要したり、診断

がつきにくいといった特徴があります。そのため、学校や職域における普及啓発活動

を通じて若年性認知症への理解を促進し、早期発見・早期対応につなげるとともに、

地域や職場でできる支援について考える機会をつくります。 

また、認知症疾患医療センターに配置された若年性認知症支援コーディネーターや

関係機関と連携し、相談窓口や制度に関する情報提供や相談支援を行います。 

④ 認知症の人の社会参加支援 

認知症になっても、様々な形で社会とのつながりを保ち、生きがいを持ちながら生

活が続けられるよう、認知症地域支援推進員を中心に、認知症の人の社会参加の促進

に向けた体制整備に取り組みます。 

また、認知症の人が住み慣れた地域でその人らしい暮らしを続けていくための身近

な支援者となる認知症地域支え合いメイトの養成・育成を推進します。 

 

認知症高齢者支援の推進（重点取組） 

◎「認知症サポーター」の養成による認知症に対する理解の促進 

指標項目 
第７期（実績・見込） 第 8期（計画） 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

認知症サポーター養成講座 
参加者数（累計） 

11,250 人 12,588 人 13,200 人 13,800 人 14,400 人 15,000 人 
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５ 介護保険事業の安定運営 

高齢者の尊厳ある自立した日常生活を支えるためには、保険給付サービスや地域支援事業

による支援が不可欠です。人口減少・高齢化により社会保障制度の改革が必要とされている

中で、地域包括ケアシステムの土台となる介護保険事業の安定運営に向けて、サービス提供

体制の構築及び適正な事業の実施を推進します。 

また、持続可能な介護保険制度とするためには、市民一人ひとりの健康長寿に対する意識

を高めることが重要です。介護保険制度の普及啓発を行い、市民と市が一体となり、安心し

て生活できるまちづくりを目指します。 

（１）サービス提供体制の構築 

急速な人口減少の中、要支援・要介護認定者は 2040年（令和 22年）まで増加すると

見込まれています。将来を見据えた介護保険サービスの充実を図るとともに、介護人材の

確保や非常時への備えなど、必要な時に必要なサービス提供ができる体制の構築に努め、

高齢者やその家族が安心して生活できるまちづくりを目指します。 

① 介護保険サービスの充実 

地域の実情や市民ニーズを把握し、供給量の不足が見込まれるサービスについては、

事業者への情報提供等により参入を促進するとともに、計画に基づいた施設整備を実

施し、サービス提供基盤を整えます。また、高齢者の自立支援・重度化防止に向け、

リハビリテーションサービスの提供体制を構築するなど、介護保険サービスの充実を

図ります。 

■自宅を中心に利用するサービス 

訪問介護（ホームヘルプサービス）や通所介護（デイサービス）、施設への短期入所

（ショートステイ）などの居宅サービスは、在宅生活を継続するために不可欠なサー

ビスであり、施設よりも自宅での生活を希望する高齢者が増加していることから、今

後の需要は更に高まると見込まれています。訪問・通い・泊まりを組み合わせた「小

規模多機能型居宅介護」や介護と看護の機能を有する「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護」、「看護小規模多機能型居宅介護」を含め、今後の必要なサービス量の確保に

向けて、事業者の参入促進に取り組みます。 

■介護保険施設で受けるサービス 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護医療院等の施設

サービスは、在宅生活が困難な要介護認定者を対象としており、要介護認定者の増加

や一人暮らし高齢者等の増加に伴い、サービス需要は伸びています。 

常時介護が必要な状態の方が入所する介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に

ついては、高齢者やその家族にとって不可欠なサービスのため、計画的な施設整備を

行ったことにより、入所待機者数は減少傾向にあります。しかし、団塊の世代が後期

高齢者となる 2025年（令和 7年）を見据え、本計画においては、地域密着型介護老
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人福祉施設（1か所）の整備を行うこととします。住み慣れた地域において少人数の

家庭に近いケアが受けられるよう地域密着型（定員 29名以下）とし、今期中の整備、

第９期計画中の早期開設を目指します。 

また、長期療養のための医療を必要とする高齢者を対象とした「介護医療院」は、

平成 29 年度末をもって廃止された「介護療養型医療施設」の代替施設として創設さ

れ、令和 5年度末までに「介護医療院」への移行が義務づけられています。本市にお

いては、令和 2年 9月に介護医療院（1か所、120床）が整備され、移行は全て完了

しています。 

■住まいと介護の一体化サービス 

介護保険サービスの提供がある有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅、認

知症対応型共同生活介護（グループホーム）は住宅型のサービス拠点として、地域包

括ケアシステムにおける「住まい」と「介護」の役割を担っています。特に、少人数

の家庭に近い雰囲気でケアが受けられる認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

の需要は非常に高く、本市においても入所待機者がいる状態です。 

認知症高齢者の増加が見込まれる中、認知症高齢者とその家族を地域で支えていく

ため、本計画期間中に、認知症対応型共同生活介護施設（2か所）を整備・開設する

こととし、認知症支援施策の推進に努めます。 

■リハビリテーションサービス 

リハビリテーションは、単なる心身機能等向上のための機能回復訓練ではなく、潜

在する能力を最大限に発揮させ、日常生活の質を高めて家庭や社会への参加を可能に

し、自立を促すことを目的としています。このため、心身機能や生活機能の向上といっ

た高齢者個人への働きかけはもとより、地域や家庭における社会参加の実現等も含め、

生活の質の向上を目指し、リハビリテーションサービスを計画的に提供できる体制を

構築することが重要です。 

本市における要支援・要介護認定者のリハビリテーションサービスの利用率は国や

県と比較して決して高くはない状況であることから、サービス提供体制の拡充を含め、

利用率の向上に向けた取組を行い、高齢者の自立支援・重度化防止を推進します。 
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② 介護人材の確保・育成 

少子高齢化が進行し、生産年齢人口（15歳～64歳）が減少する中で、介護を必要

とする高齢者は年々増加しており、適切な介護保険サービスの質・量を確保するため

には、サービス提供を担う介護人材の確保が重要となります。また、医療と介護の両

方のニーズを持つ高齢者の増加に伴い、医療専門職種の人材不足が深刻な問題となっ

ています。 

地域包括ケアシステムの確立に向けて、新潟県と連携して介護人材実態調査やヒア

リング等の結果から現状を把握し、職場環境の改善や介護職員の定着支援、高齢者の

就労的活動の促進などに取り組み、サービス提供の核となる介護人材の確保及び育成

に努めます。 

■職場環境の改善 

介護ロボットや ICT＊15の活用について情報収集を行い、事業者に対して積極的に

情報提供及び活用提案を行います。また、市が行う介護事業所への指導監督などの際

に「働きやすい環境づくり」に資する助言を行うなど、介護職員の身体的・精神的負

担の軽減による離職防止に努めます。 

■業務負担の軽減 

現場業務の効率化、生産性の向上を目的として、介護事業所が作成する指定申請関

連文書、報酬請求関連文書、指導監査関連文書について、簡素化・標準化を行います。

また、業務の ICT化について検討を行うなど、介護職員の負担軽減、ワーク・ライフ・

バランスの向上による定着支援を推進します。 

■介護職員の育成 

市や地域包括支援センターが実施する各種研修や地域ケア会議、市が行う指導監督

などを通じて介護職員のスキルアップを支援します。また、市の自立支援・重度化防

止に資する取組について普及啓発を行い、介護職員の資質及び専門性の向上を図り、

より効果の高いサービス提供を目指します。 

■元気高齢者の参入促進 

施設における介護業務を細分化し、身体介護以外の配膳、見守り、清掃等の介護職

員の補助的な作業や介護職員の指導の下での身体介護の助手などを行う「介護助手」

の担い手として、地域の元気高齢者を起用する仕組みを検討します。不足する介護助

手を高齢者が担うことにより、介護職員が本来の介護業務に専念できるだけでなく、

高齢者の就労の機会を拡充し、社会参加による介護予防を推進します。 

■若年世代の参入促進 

将来の介護保険サービスを支える若年世代の参入促進を目的に、教育委員会等と連

携し、介護現場における学生の体験事業や実習等、介護への関心を高めるための取組

を実施します。 

＊15：情報通信技術（インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー）の略で、
IT（情報技術：インフォメーション・テクノロジー）が情報技術そのものを指すのに対し、ICT
は情報を伝達する方法や情報伝達を活用する方法などのこと 
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③ 災害及び感染症の対策 

介護を必要とする高齢者にとって、介護保険サービスは日常生活の一部となってお

り、災害や感染症の流行時においても安定したサービス提供体制が求められます。非

常時に備え、市と介護事業所が一体となってリスクマネジメントに取り組むとともに、

新潟県や関係機関等との連携体制を整えます。 

■災害に対する備え 

日頃から介護事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等に

おけるリスクや食料、飲料水、生活必需品、燃料、その他の物資の備蓄・調達状況の

確認を行うことが重要です。このため、介護事業所等で策定している災害に関する具

体的計画を定期的に確認するとともに、災害の種類別に避難に要する時間や避難経路

等の確認を行うように促します。 

また、あらかじめ関係団体と災害時の介護職員の派遣協力協定を締結するなどの体

制を整備することが重要であるため、新潟県と連携して取組を進めます。 

■感染症に対する備え 

日頃から介護事業所等と連携し、訓練の実施や感染拡大防止策の周知啓発、感染症

発生時に備えた平時からの事前準備を行うことが重要となります。このため、介護事

業所等が感染症発生時においてもサービスの提供を継続するための備えが講じられ

ているかについて定期的に確認するとともに、介護事業所等の職員が感染症に対する

理解や知見を有した上で業務に従事することができるように支援を行います。 

また、感染症発生時に備えた介護事業所間連携を含む応援体制の構築や人材確保策

を講じること、さらに、介護事業所等における適切な感染防護具、消毒液及びその他

の感染症対策に必要な物資の備蓄・調達等の体制整備が必要なことから、これらの体

制が整備されるように、新潟県や関係機関と連携して取組を進めます。 

（２）介護保険事業の適正化 

急激に進む人口減少の中、要支援・要介護認定者の増加に伴い、介護給付費や介護保険

料は増え続けており、社会保障制度の改革が必要とされています。限られた財源の中で、

より効果的かつ効率的な介護保険事業を行うために、事業の適正化を推進し、介護保険制

度の信頼を高めるとともに、持続可能な介護保険制度の構築を行います。 

① 介護給付の適正化 

適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を目的として、介護給付を

必要とする受給者を適切に認定するとともに、受給者が真に必要とする過不足ない

サービスを事業者が適正に提供することを促します。 

なお、本計画における取組を介護給付適正化計画と位置づけ、評価指標と目標の設

定、PDCAサイクルの活用を行い、適正化の推進に努めます。 
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■要介護認定の適正化 

認定訪問調査については、市調査員による直営調査を柱とし、更新申請の一部につ

いて居宅介護支援事業所、介護老人福祉施設及び介護老人保健施設で委託調査を行い

ます。 

委託調査においては、これまでどおり認定調査票のチェックの付き方とその判断材

料となる特記事項の整合性を全件確認します。また、市内を居所とする被保険者の要

介護認定の更新について、委託調査の停止期間を毎年ランダムに設定し、委託調査に

よる要介護認定が連続することを防ぎます。 

■ケアプラン点検 

国が作成した「ケアプラン点検支援マニュアル」に基づき、受給者の自立支援・重

度化防止に資するケアプランであるか等に着目してケアプランの点検を行い、事業者

による適正なサービス提供を促します。また、介護予防・自立支援型地域ケア個別会

議等を通じてケアマネジメントの普遍化を図るとともに、介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）の資質向上に取り組みます。 

■住宅改修等の点検 

在宅生活の環境を改善するため、住宅改修や福祉用具の購入・貸与が適切かつ効果

的に行われているか点検を実施します。また、必要に応じて介護予防・自立支援型地

域ケア個別会議での検討を行い、提供サービスの妥当性について検証します。 

住宅改修については、申請時の工事見積書、施工前・後の写真等書面と聞取りによ

る点検を徹底し、改修規模が大きく複雑であるケース、利用する高齢者の心身の状態

と改修箇所の関係性の判断が難しいケースなど、必要に応じてリハビリテーション職

等による点検、竣工時の訪問調査等を行います。 

また、福祉用具購入については、申請時に同一品目の重複がないか、実態に即した

購入であるか等の確認を行い、軽度者に対する福祉用具貸与ケースについては、書面

点検・指導を徹底します。 

■縦覧点検・医療情報との突合 

複数月にまたがる介護給付費の請求明細書の内容を確認し、提供されたサービスの

整合性、算定回数・算定日等の縦覧点検を行います。また、入院状況等の医療情報と

介護保険の給付情報を突合し、重複請求の有無を確認します。なお、本取組は新潟県

国民健康保険団体連合会への委託実施とします。 

■介護給付費通知の実施 

市から受給者に対して、事業者からのサービス請求状況及び費用等に関する通知を

行うことで、受給者による請求内容の確認が可能となります。また、受給者自身が給

付状況を把握することにより、介護保険制度への理解を深めます。 

現在は未実施ですが、効果的かつ効率的な実施方法について検討を行います。 
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■介護給付実績の活用 

市が保有する介護給付実績データを活用し、サービス利用及び提供の改善を図ると

ともに、請求の過誤を調整します。また、必要に応じて介護事業所への実施指導やケ

アプラン点検を行います。 

② 提供サービスの質向上 

事業者が提供するサービスに対する相談・苦情の対応や施設等への介護サービス相

談員の派遣等を通じて、介護事業所とともに提供サービスの改善を図ります。また、

事業者に対する指導監督により、介護事業所運営の適正化や職員の資質向上に努めま

す。 

■介護サービス相談員派遣事業 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、認知症対応型共同生

活介護（グループホーム）に介護サービス相談員を派遣し、利用者と施設の橋渡し役

になることで、利用者の不満や不安を解消するとともに、介護事業所のサービス改善

を推進します。 

また、今期においては、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅など、介護

保険外の施設等についても相談員の派遣を検討し、高齢者の住まいの確保の健全化を

目指します。 

■介護事業所に対する指導監督 

介護保険制度の理解促進、指定の基準に関する事項の周知徹底、請求に係る過誤・

不正防止等に係る指導監督を行い、適正な請求事務の推進及び職員の資質向上に努め

ます。 

（３）介護保険制度の普及啓発 

地域包括ケアシステムを確立するためには、様々な生活課題を「４つの助（自助・互助・

共助・公助）＊16」の連携によって解決していく取組が必要となります。その中でも、自分

が主体となり、自身を大切にして尊厳を保ちながら生活を行うという心構えと行動（自助

の精神）が最も大切であり、共助である介護保険制度は一人ひとりの自助を基礎に成り

立っています。また、地域住民による助け合い（互助）は自助を支える大きな力となりま

す。 

持続可能な介護保険制度とするために制度理念を周知し、市民理解を深めるとともに、

介護サービスや低所得者への支援等に関する情報提供を行い、必要な支援が適切に受けら

れる環境づくりを推進します。 

 

 

 

＊16：自助とは個人が主体となり自身の生活課題を解決する力、互助とは家族や地域住民が主体と
なって行う助け合い、共助は介護保険制度など制度化された相互扶助、公助は自助・互助・共
助では解決できないことに対して最終的に必要な生活保障を行う社会保障制度 
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① 制度理念の周知 

通いの場など地域住民が集まる場において出前講座等を実施し、介護保険制度の理

念や介護予防・重度化防止等に関する取組について普及啓発を行います。市民一人ひ

とりの健康長寿に対する意識を高め、自助の精神を育むとともに、地域における相互

扶助の仕組みづくりを支援します。 

また、サービスを提供する介護事業者に対しても、介護保険制度に対する理解促進

に努め、市民と市、事業者が一体となって健全な介護保険事業の運営を推進します。 

② 介護保険サービスの情報提供 

介護保険制度に関する情報は、本市の「高齢者福祉サービス」冊子や広報・ホーム

ページ、パンフレット等で随時提供します。また、「しばた地域医療介護連携センター」

のホームページや新潟県の「介護サービス情報公表システム」の活用を推進し、高齢

者やその家族にとって必要な情報が入手できる体制を整え、生活に困難を抱えた高齢

者や介護により仕事との両立が困難な家族の支援を推進します。 

③ 低所得者に対する支援 

介護保険制度において、高齢者は介護保険料納入及び介護サービス利用料の一部

（１～３割）を負担しますが、過度な費用負担が適切なサービス提供を阻害しないよ

うに、低所得者に対する支援を行っています。適切なサービス提供に向けて、制度周

知に努めます。 

■介護保険料の軽減 

平成 27年 4月から低所得者を対象に、消費税等を財源とする公費による介護保険

料の軽減を行っています。また、災害など一定の要件に該当する場合も軽減を行いま

す。 

■サービス利用料の軽減 

低所得のため生計維持が困難であると認められた場合、社会福祉法人が提供する一

定の介護保険サービスの利用料（食費・居住費を含む）を公費により軽減します。ま

た、各種軽減制度を利用してもなお介護保険サービスの利用が困難な方に対して、市

独自の取組として、12.5％の軽減を実施し、介護老人福祉施設（ユニット型個室）や

在宅サービスの利用を促進します。 

 

介護保険事業の安定運営（重点取組） 

◎ケアプラン点検等による介護保険サービスの適正な提供と介護給付費用の効率化 

指標項目 
第７期（実績・見込） 第 8期（計画） 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

ケアプラン点検件数 1,270 件 2,244 件 1,500 件 1,800 件 1,800 件 1,800 件 

検証確認実施件数 73 件 100 件 100 件 100 件 100 件 100 件 
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第 5章 介護保険事業費と保険料 

１ 高齢者人口と認定者数の見込み 

（１）高齢者人口 

本市の高齢者人口は、緩やかな増加傾向にありますが、年齢区分で比較すると、令和３

年度に 65～74 歳の前期高齢者人口がピークを迎える中で、75 歳以上の後期高齢者人口

は急激に増加しており、超高齢社会が進んでいくと見込まれています。 

■高齢者人口                                （単位：人） 

区分 
第７期（実績） 第８期（計画） 

平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

高齢者人口 30,439 30,556 30,802 30,863 30,999 31,025 

 
65～74 歳 14,637 14,791 15,131 15,319 15,217 14,769 

75 歳以上 15,802 15,765 15,671 15,544 15,782 16,256 

【資料】令和 2年までは住民基本台帳（9月末時点） 
令和 3年以降は地域包括ケア「見える化」システムによる将来推計 
 

（２）要支援・要介護認定者数 

介護保険の被保険者は、第１号被保険者（65歳以上）と第２号被保険者（40～64歳の

医療保険加入者）に分けられます。第 1号被保険者は、介護が必要となった原因に関わら

ず要支援・要介護認定を受けて保険給付を受けることができますが、第 2 号被保険者は、

介護の状態となった原因が加齢に伴う疾病（特定疾病）でなければ保険給付を受けること

ができません。 

本市の要支援・要介護認定者数は、令和元年度から減少傾向にありますが、後期高齢者

数の増加に伴い、認定者数は再び増加に転じると見込まれています。 

■要支援・要介護認定者数                          （単位：人） 

区分 
第７期（実績） 第８期（計画） 

平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

認定者数 5,999 5,983 5,865 6,020  6,178  6,301  

 
第 1 号認定者 5,856 5,855 5,735 5,888  6,047  6,171  

第 2 号認定者 143 128 130 132  131  130  

【資料】令和 2年までは介護保険事業状況報告（9月月報） 
令和 3年以降は地域包括ケア「見える化」システムによる将来推計 
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■第 1 号認定者数の内訳                          （単位：人） 

区分 
第７期（実績） 第８期（計画） 

平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

第 1 号認定者数 5,856 5,855 5,735 5,888  6,047  6,171  

 

要支援 1 1,165 1,150 1,120 1,103  1,134  1,148  

要支援 2 850 841 815 851  859  863  

要介護 1 1,109 1,140 1,121 1,153  1,177  1,197  

要介護 2 689 692 689 710  735  760  

要介護 3 631 644 655 687  703  721  

要介護 4 906 905 872 917  959  995  

要介護 5 506 483 463 467  480  487  

第 1 号被保険者数 30,428 30,558 30,810 30,863 30,999 31,025 

第 1 号認定率 19.2% 19.2% 18.6% 19.1% 19.5% 19.9% 

【資料】令和 2年までは介護保険事業状況報告（9月月報） 
令和 3年以降は地域包括ケア「見える化」システムによる将来推計 

 
 

２ 介護サービス等の基盤整備 

（１）地域密着型サービスの基盤整備 

本市は、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活ができるように「地域密着型サー

ビス」の充実を推進しています。団塊の世代が後期高齢者となり、要介護認定者や認知

症高齢者の増加が見込まれる 2025年（令和 7年）を見据え、適切なサービス量の確保

に向けて、下記のとおり基盤整備を行い、高齢者の生活基盤の確保及び高齢者を支える

家族の介護離職防止を図ります。 

■第８期計画における整備計画 

施設種別 事業所数 合計定員 整備予定 

地域密着型介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
１か所 29 人 

第８期 公募・整備 

第９期 開設 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
２か所 36 人 第８期 公募・整備・開設 

※本計画において「地域密着型特定施設入居者生活介護施設」の整備予定はありません。 
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■必要利用定員（総数）                          （単位：人） 

地域密着型介護老人福祉施設 認知症対応型共同生活介護 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

210 210 210 177 177 213 

中央圏域 87 

東圏域 49 

西圏域 29 

南圏域 0 

北圏域 45 

中央圏域 87 

東圏域 49 

西圏域 29 

南圏域 0 

北圏域 45 

中央圏域 87 

東圏域 49 

西圏域 29 

南圏域 0 

北圏域 45 

中央圏域 36 

東圏域 24 

西圏域 54 

南圏域 45 

北圏域 18 

中央圏域 36 

東圏域 24 

西圏域 54 

南圏域 45 

北圏域 18 

計画期間中に 

決定 

※本計画における「地域密着型介護老人福祉施設」の整備は、第 9期（令和 6～8年度）開設のため、上記の必
要利用定員には含まれません。 

 

（２）施設サービスの基盤整備 

本市は、本計画において地域密着型サービスの基盤整備を予定しており、施設サービス

の整備予定はありません。 

■必要利用定員（総数）                           （単位：人） 

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 介護療養型医療施設 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

605 605 605 375 375 375 120 120 120 0 0 0 

 

（３）高齢者福祉施設等の基盤整備 

施設稼働率や民間事業者による整備状況を踏まえ、本市による高齢者福祉施設等の整備

予定はありません。 

■必要利用定員（総数）                           （単位：人） 

養護老人ホーム ケアハウス 有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

80 80 80 140 140 140 56 56 56 109 109 109 
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３ 介護サービス量の見込み 

本計画の介護サービス量については、高齢者人口及び要支援・要介護認定者数を基に、利

用実績や基盤整備の状況、市民ニーズを踏まえ、サービス別に推計を行いました。 

（１）予防給付 

予防給付とは、要支援認定者を対象に、高齢者ができる限り要介護状態に陥ることなく、

また、状態の悪化を防ぐために生活機能の維持向上や改善を目的としたサービスです。要

支援者の訪問介護・通所介護サービスについては、介護予防・日常生活支援総合事業（介

護予防・生活支援サービス）で実施しています。 

■一月あたりの予防給付サービス 

区分 
第７期（実績・見込み） 第８期（推計） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 

 
回数 0.1 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 

人数 0.1 1 1 1 1 1 

 

介護予防訪問看護 

 
回数 329.5 341.4 405.0 437.7 465.9 473.0 

人数 50 49 51 53 54 54 

 

介護予防訪問リハビリテーション 

 
回数 79.2 87.4 124.1 141.4 144.9 144.9 

人数 9 10 13 14 14 14 

 
介護予防居宅療養管理指導 

 人数 37 46 46 51 52 52 

 
介護予防通所リハビリテーション 

 人数 109 105 88 89 91 93 

 

介護予防短期入所生活介護 

 
日数 358.8 271.0 286.5 295.1 306.4 317.5 

人数 46 44 45 45 46 47 

 

介護予防短期入所療養介護（老健） 

 
日数 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0.1 0 0 0 0 

 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 

 
日数 0.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0.2 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

 
日数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 

 人数 660 663 635 658 683 698 

 
特定介護予防福祉用具購入費 

 人数 13 13 15 14 16 17 
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区分 
第７期（実績・見込み） 第８期（推計） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防サービス 

 
介護予防住宅改修費 

 人数 13 17 13 14 15 16 

 
介護予防特定施設入居者生活介護 

 人数 33 41 50 54 57 58 

地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 

 
回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

 
介護予防小規模多機能型居宅介護 

 人数 21 21 21 22 23 23 

 
介護予防認知症対応型共同生活介護 

 人数 1 1 3 3 3 3 

介護予防支援 

 人数 764 762 718 739 762 780 

（２）介護給付 

介護給付とは、要介護認定者を対象に、要介護状態の悪化を主に防止し、状態の維持・

改善を促すことを目的としたサービスです。市民アンケート結果では、施設よりも自宅

での生活を希望する高齢者が増加しており、自宅を中心に利用するサービスの需要は高

まっていくと考えられます。 

■一月あたりの介護給付サービス量 

区分 
第７期（実績・見込み） 第８期（推計） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅サービス 

 

訪問介護 

 
回数 6,353.0 6,130.3 6,660.2 6,706.9 6,944.0 7,316.8 

人数 315 305 298 305 313 326 

 

訪問入浴介護 

 
回数 211.8 191.4 187.8 201.5 209.2 224.9 

人数 42 37 40 40 41 44 

 

訪問看護 

 
回数 1,106.7 1,148.5 1,100.4 1,180.4 1,243.1 1,328.5 

人数 150 152 154 157 161 170 

 

訪問リハビリテーション 

 
回数 239.1 242.1 365.8 339.3 364.1 375.3 

人数 24 25 35 36 38 39 

 
居宅療養管理指導 

 人数 195 193 201 202 207 219 

 

通所介護 

 
回数 13,711.8 13,379.9 13,059.2 13,431.2 14,004.3 14,530.9 

人数 1,269 1,244 1,226 1,262 1,319 1,364 
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区分 
第７期（実績・見込み） 第８期（推計） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅サービス 

 

通所リハビリテーション 

 
回数 1,132.9 1,146.6 1,255.2 1,352.2 1,388.8 1,435.3 

人数 131 136 147 162 170 178 

 

短期入所生活介護 

 
日数 6,767.7 6,398.3 5,569.7 5,807.8 6,532.6 6,847.0 

人数 574 546 479 493  551 576 

 

短期入所療養介護（老健） 

 
日数 108.8 104.7 131.4 100.8 105.1 108.3 

人数 9 8 10 10 10 10 

 

短期入所療養介護（病院等） 

 
日数 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0.1 0.1 0 0 0 0 

 

短期入所療養介護（介護医療院） 

 
日数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 0 0 0 

 
福祉用具貸与 

 人数 1,109 1,102 1,124 1,190 1,244 1,295 

 
特定福祉用具購入費 

 人数 24 22 21 27 28 28 

 
住宅改修費費 

 人数 17 15 19 20 21 22 

 
特定施設入居者生活介護 

 人数 93 93 94 100 103 105 

地域密着型サービス 

 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 人数 1 1 0 2 2 2 

 
夜間対応型訪問介護 

 人数 0 0 0 0 0 0 

 

地域密着型通所介護 

 
回数 976.9 1,001.4 1,144.0 1,206.8 1,234.3 1,302.7 

人数 113 116 126 132 135 140 

 

認知症対応型通所介護 

 
回数 31.8 57.1 100.7 106.4 106.4 106.4 

人数 3 6 9 11 11 11 

 
小規模多機能型居宅介護 

 人数 106 105 120 123 126 132 

 
認知症対応型共同生活介護 

 人数 169 166 164 166 174 215 

 
地域密着型特定施設入居者生活介護 

 人数 0 0 0 0 0 0 

 
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 人数 165 181 179 179 208 208 

 
看護小規模多機能型居宅介護 

 人数 0 0.3 0 0 0 0 
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区分 
第７期（実績・見込み） 第８期（推計） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護支援 

 人数 1,858 1,839 1,848 1,933 1,983 2,068 

施設サービス 

 
介護老人福祉施設 

 人数 585 604 625 625 646 669 

 
介護老人保健施設 

 人数 433 439 454 454 457 460 

 
介護医療院 

 人数 0 0.2 41 77 113 119 

 
介護療養型医療施設 

 人数 91 85 35 0 0 0 

（３）介護予防・日常生活支援総合事業 

介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援）は、地域支援事業＊1を構成

する事業の一つとして、市町村が主体となって実施する事業です。要支援相当の方を対

象に、従来の介護予防給付（訪問介護、通所介護）に加えて、高齢者の多様なニーズや

地域の実情に応じたサービスを提供します。 

■一月あたりの介護予防・生活支援サービス量 

区分 
第７期（実績・見込み） 第８期（推計） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問介護相当サービス 

 人数 87 101 107 110 112 115 

訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

 人数 187 159 136 139 142 145 

訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

 
回数 126 106 206 222 231 240 

人数 15 16 23 25 26 27 

通所介護相当サービス 

 人数 760 661 606 619 633 646 

通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

 人数 46 14 14 14 15 15 

通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

 
回数 882 961 775 1,098 1,253 1,417 

人数 104 106 90 125 143 163 

 

 

 

 

＊1：「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」及び「任意事項」で構成され、高齢者が要支援・
要介護状態になることを予防するとともに、要介護状態となった場合でも、可能な限り地域で自立した日常
生活を営むことができるよう支援することを目的とした事業 
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４ 介護保険事業費の見込み 

介護保険事業費は、「標準給付費」及び「地域支援事業費」に分けられ、第１号被保険者の

介護保険料を算定する基礎数値となります。 

（１）標準給付費 

標準給付費とは、予防給付費（要支援に対するサービス費用）と介護給付費（要介護

認定者に対するサービス費用）を合わせた総給付費に、その他の給付費（低所得者を対

象とした食費・居住費の助成や自己負担が高額になったときの負担軽減、審査支払に係

る事務手数料等に要する費用）を加えたものです。介護サービスの見込量や介護報酬の

改定などを踏まえ、本計画における標準給付費の推計を行いました。 

■標準給付費                                    （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総給付費 25,179,804 27,535,131 8,738,839 9,193,637 9,602,655 

 
予防給付費 749,697 828,468 266,083 277,896 284,489 

介護給付費 24,430,107 26,706,663 8,472,756 8,915,741 9,318,166 

その他の給付費 1,886,801 1,861,552 636,204 608,801 616,547 

合計 27,066,605 29,396,683 9,375,043 9,802,438 10,219,202 

 

■予防給付費（内訳）                               （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 1,475 2,241 747 747 747 

介護予防訪問看護 46,705 59,729 18,920 20,256 20,553 

介護予防 

訪問リハビリテーション 
10,071 15,096 4,948 5,074 5,074 

介護予防 

居宅療養管理指導 
8,878 10,049 3,303 3,373 3,373 

介護予防 

通所リハビリテーション 
123,402 113,871 36,964 37,964 38,943 

介護予防 

短期入所生活介護 
59,765 60,755 19,501 20,282 20,972 

介護予防短期入所 

療養介護（老健） 
100 0 0 0 0 

介護予防短期入所 

療養介護（病院等） 
97 0 0 0 0 

介護予防短期入所 

療養介護（介護医療院） 
0 0 0 0 0 
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区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防サービス 

 

介護予防 

特定施設入居者生活介護 
115,847 148,896 47,253 50,252 51,391 

介護予防福祉用具貸与 139,116 146,225 47,137 48,979 50,109 

 

介護予防福祉用具購入費 12,903 14,900 4,462 5,154 5,284 

介護予防住宅改修費 48,446 58,927 18,502 19,579 20,846 

介護予防支援 118,935 121,420 39,321 40,569 41,530 

地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防 

認知症対応型通所介護 
0 0 0 0 0 

介護予防 

小規模多機能型居宅介護 
49,070 50,762 16,496 17,133 17,133 

介護予防認知症対応型 

共同生活介護 
14,887 25,597 8,529 8,534 8,534 

合計 749,697 828,468 266,083 277,896 284,489 

 

■介護給付費（内訳）                               （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅サービス 

 

訪問介護 684,472 764,016 244,500 252,938 266,578 

訪問入浴介護 85,900 93,375 29,593 30,738 33,044 

訪問看護 193,944 216,073 68,214 71,424 76,435 

訪問リハビリテーション 29,700 38,663 12,146 13,049 13,468 

居宅療養管理指導 35,473 39,585 12,768 13,063 13,754 

通所介護 3,782,848 4,063,665 1,283,031 1,359,860 1,420,774 

通所リハビリテーション 385,203 451,091 145,486 150,106 155,499 

短期入所生活介護 1,805,725 1,883,191 566,783 641,881 674,527 

短期入所療養介護 

（老健） 
39,083 42,562 13,598 14,239 14,725 

短期入所療養介護 

（病院等） 
38 0 0 0 0 

短期入所療養介護 

（介護医療院） 
0 0 0 0 0 

特定施設入居者生活介護 612,543 689,593 224,065 230,508 235,020 

福祉用具貸与 534,551 572,923 182,408 190,597 199,918 

特定福祉用具購入費 22,270 25,375 8,148 8,560 8,667 

住宅改修費 54,901 62,995 19,566 21,198 22,231 

居宅介護支援 982,289 1,081,490 348,340 358,480 374,670 
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区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
3,445 9,466 3,154 3,156 3,156 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 248,998 300,309 96,101 99,146 105,062 

 

認知症対応型通所介護 20,369 31,962 10,650 10,656 10,656 

小規模多機能型居宅介護 730,734 825,251 265,058 272,538 287,655 

認知症対応型 

共同生活介護 
1,461,312 1,679,487 502,491 526,739 650,257 

地域密着型 

特定施設入居者生活介護 
0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人 

福祉施設入所者生活介護 
1,739,697 2,052,192 613,302 719,445 719,445 

看護小規模多機能型 

居宅介護 
1,277 0 0 0 0 

施設サービス 

 

介護老人福祉施設 5,596,147 6,064,198 1,957,828 2,017,699 2,088,671 

介護老人保健施設 4,243,557 4,510,342 1,491,826 1,503,443 1,515,073 

介護医療院 173,535 1,208,859 373,700 406,278 428,881 

介護療養型医療施設 962,098 0 0 0 0 

合計 24,430,109 26,706,663 8,472,756 8,915,741 9,318,166 

 

■その他の給付費（内訳）                             （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定入所者 

介護サービス費等給付額 
1,226,159 1,056,960 370,624 341,564 344,772 

高額介護サービス等 

給付額 
597,085 718,891 238,068 239,470 241,353 

高額医療合算 

介護サービス費等給付額 
50,134 69,341 22,963 23,098 23,280 

算定対象審査支払 

手数料 
13,423 16,360 4,549 4,669 7,142 

合計 1,886,801 1,861,552 636,204 608,801 616,547 

 

■サービス種別の総給付費（再掲）                        （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総給付費 25,179,804  27,535,131  8,738,839  9,193,637  9,602,655  

 在宅サービス 10,260,182 11,155,967 3,519,845 3,730,739 3,905,383 

 居住系サービス 2,204,589 2,543,573 782,338 816,033 945,202 

 施設サービス 12,715,033 13,835,591 4,436,656 4,646,865 4,752,070 



第 5章 介護保険事業費と保険料 

70 

 

（２）地域支援事業費 

地域支援事業は、高齢者が要支援・要介護状態になることを予防するとともに、要介

護状態となった場合でも、可能な限り地域で自立した日常生活を営むことができるよう

支援することを目的としており、本市においては、高齢者の自立支援・重度化防止に向

けて、地域支援事業の充実を図ってきました。 

本事業は、要支援相当の方を対象とした介護サービスの提供や一般介護予防事業を行

う「介護予防・日常生活支援総合事業」と地域包括支援センターの運営や社会保障の充

実を推進する「包括的支援事業」及び市町村の独自の「任意事業」で構成されています。 

■地域支援事業費                                  （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防・日常生活支援 
総合事業 

970,164 944,471 308,182 314,777 321,512 

包括的支援事業 542,340 598,621 195,331 199,510 203,780 

任意事業 89,132 98,289 32,072 32,758 33,459 

合計（地域支援事業費） 1,601,636 1,641,381 535,585 547,045 558,751 

 

■介護予防・日常生活支援総合事業（内訳）                     （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問介護相当サービス 88,315 93,557 30,528 31,181 31,848 

訪問型サービス A 101,314 94,697 30,900 31,561 32,236 

訪問型サービス C 3,153 5,526 1,803 1,842 1,881 

通所介護相当サービス 596,875 567,424 185,151 189,113 193,160 

通所型サービス A 6,260 3,784 1,235 1,261 1,288 

通所型サービス C 27,205 34,364 11,213 11,453 11,698 

介護予防ケアマネジメント 74,374 66,970 21,852 22,320 22,798 

介護予防把握事業 3,310 2,799 913 933 953 

介護予防普及啓発事業 25,812 23,178 7,563 7,725 7,890 

地域介護予防活動支援事業 35,087 37,839 12,347 12,611 12,881 

一般介護予防事業評価事業 1,523 2,724 889 908 927 

地域リハビリテーション 

活動支援事業 
3,243 7,531 2,457 2,510 2,564 

上記以外 3,693 4,078 1,331 1,359 1,388 

合計 970,164 944,471 308,182 314,777 321,512 
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■包括的支援事業（内訳）                             （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域包括支援センターの運営 

 
地域包括支援センターの 

運営 
455,299 487,657 159,123 162,528 166,006 

社会保障の充実 

 
在宅医療・介護連携推進

事業 
27,804 31,535 10,290 10,510 10,735 

 生活支援体制整備事業 19,101 27,610 9,009 9,202 9,399 

 
認知症初期集中支援 

推進事業 
7,828 7,652 2,497 2,550 2,605 

 
認知症地域支援・ 

ケア向上事業 
20,938 24,937 8,137 8,311 8,489 

 
認知症サポーター活動 

促進・地域づくり推進事業 
0 1,275 416 425 434 

 地域ケア会議推進事業 11,370 17,955 5,859 5,984 6,112 

合計 542,340 598,621 195,331 199,510 203,780 

 

（３）介護保険事業費 

要支援・要介護認定者の増加により、介護保険事業費は年々増え続け、第８期計画に

おいては、前期よりも約 8.3%増加すると見込まれています。 

事業費の増加は、第 1号被保険者の保険料上昇につながるため、適正な介護サービス

の給付及び効率的かつ効果的な地域支援事業の実施に努めます。 

■介護保険事業費                                   （単位：千円） 

区分 
第 7 期計画 
（見込み） 

第 8 期計画 
（推計） 

   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

標準給付費 27,066,605 29,396,683 9,375,043 9,802,438 10,219,202 

地域支援事業費 1,601,636 1,641,381 535,585 547,045 558,751 

合計 28,668,241 31,038,064 9,910,628 10,349,483 10,777,953 
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第1号

保険料

23%

第2号

保険料

27%

公費

50%

第1号

保険料

23%

第2号

保険料

27%

公費

50%

第1号

保険料

23%

公費

77%

５ 介護保険料の設定 

（１）介護保険制度と保険料の仕組み 

保険者（市町村）は、介護サービス費用の 7～9割を給付するとともに、第 1号被保険

者の保険料を徴収し、介護保険財政を運営しています。財源構成は、国・都道府県・市町

村の公費が 5 割、保険料 5 割（地域支援事業の一部を除く）となっており、第 1 号被保

険者は、介護保険事業費の 23％を保険料で負担します。 

第 1号被保険者の保険料は、市町村が設定することになっており、介護保険事業計画の

3 年を単位とした計画期間ごとに見直しを行います。また、第 2 号被保険者の保険料は、

医療保険者が医療保険各法の規定により設定し、徴収する仕組みとなっています。 

■介護保険制度の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準給付費 
地域支援事業費 

（介護予防事業） 

地域支援事業費 

（包括的支援事業及び任意事業） 
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（２）介護保険料（基準額）の算定 

第 1号被保険者の保険料は、市町村ごとに定める基準額に所得段階別の割合を乗じて算

定されます。基準額は、介護保険事業計画から算出した介護保険事業に要する費用から、

収入額（国、都道府県、市町村の負担金、介護給付費交付金等）を差し引き、第 1号被保

険者の保険料として収納すべき総額（保険料収納必要額）を算出し、それを予定保険料収

納率で除して得た額を補正第 1号被保険者数（所得段階を加味した第 1号被保険者数）で

除したものをいいます。 

 

 

 

 

■基準額（月額）の算定 

区分 第 8 期計画 
   

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第 1 号被保険者数 92,887 人  30,863 人  30,999 人  31,025 人  

 前期（65～74 歳） 45,305 人 15,319 人 15,217 人 14,769 人 

 後期（75～84 歳） 28,877 人 9,446 人 9,547 人 9,884 人 

 後期（85 歳～） 18,705 人 6,098 人 6,235 人 6,372 人 

所得段階別加入割合

補正後 

第 1 号被保険者数① 

93,849 人 31,183 人 31,320 人 31,347 人 

標準給付費② 29,396,682,800 円  9,375,043,120 円  9,802,437,520 円  10,219,202,160 円  

地域支援事業費③ 1,641,381,000 円  535,585,000 円  547,045,000 円  558,751,000 円  

第 1 号被保険者負担 

相当額④ 

＝(②+③)×23％ 

7,138,754,674 円  2,279,444,468 円 2,380,380,980 円 2,478,929,227 円 

調整交付金相当額⑤ 1,517,057,690 円 484,161,256 円 505,860,726 円 527,035,708 円 

調整交付金見込交付

割合 
－ 5.81% 5.54% 5.48% 

調整交付金見込額⑥ 1,700,720,000 円  562,595,000 円  560,494,000 円  577,631,000 円  

介護給付費準備基金

取崩額⑦ 
321,000,000 円    

保険料収納必要額⑧ 

＝④+(⑤-⑥)－⑦ 
6,634,092,364 円    

予定収納率⑨ 99.00％    

基準額（月額） 

＝⑧/①/⑨/12 か月 
5,950 円    

※端数処理の関係で、内訳と合計が合わない場合があります。 

※調整交付金とは、保険者（市町村）における高齢化や所得の状況による不均衡を是正するとともに、災害やそ
の他特別の事情が発生した場合の調整を図ることを目的として、国が交付するものです。 

基準額 ＝ 保険料収納必要額 ÷ 予定保険料収納率 ÷ 補正第 1 号被保険者数 
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① 介護給付費準備基金の取崩し 

市町村は、介護保険事業の健全な運営を目的として「介護給付費準備基金」を設置

しており、急激な給付費増などに対応できるように、事業の余剰金等を積み立て、管

理を行っています。 

本計画においては、第 8期計画初年度の準備基金残額見込み 1,624,543,700円の

うち、321,000,000円取り崩すことにより、基準額（月額）を 288円引き下げます。

（取崩後の基金残高見込み 1,303,543,700円） 

 

  6,238円（必要保険料基準月額）－ 288円（基金取崩しによる減額分）＝ 5,950円 

  ⇒ 第８期基準額（月額）5,950円 
    

  

■介護保険料の基準額（年額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 7 期 
平成 30 年度～令和 2年度 

年額 69,600 円 
（月額 5,800 円） 

第 8 期 
令和 3年度～令和 5年度 

年額 71,400 円 
（月額 5,950 円） 
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（３）介護保険料の設定 

① 所得段階別の保険料 

第 1号被保険者の保険料は、その所得分布状況等を踏まえて算定することになって

おり、負担能力に応じた負担を求めるという観点から、所得段階別の保険料を設定し

ています。所得段階については、介護保険法施行規則の改正に伴い、本計画から第 7

段階から第 9段階の基準所得金額が変更となっています。 

② 公費による保険料軽減の強化 

高齢化が進み、介護費用の増加と保険料負担水準の上昇が避けられない中で、介護

保険制度を持続可能なものとするために、公費を投入して低所得者の保険料軽減を行

う仕組みが設けられています。 

■所得段階別の保険料（年額） 

所得段階 対象者 
年額保険料 

（公費軽減後） 

第1段階 
基準額×0.5 

・世帯全員が市町村民税非課税で老齢福祉年金受給者 
・生活保護受給者 
・世帯全員が市町村民税非課税で、 
本人の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 80 万円以下の方 

35,700 円 
（21,400 円） 

第2段階 
基準額×0.7 

・世帯全員が市町村民税非課税で、本人の「合計所得金額 
＋課税年金収入額」が 80 万円を超え 120 万円以下の方 

50,000 円 
（32,100 円） 

第3段階 
基準額×0.75 

・世帯全員が市町村民税非課税で、本人の「合計所得金額 
＋課税年金収入額」が 120 万円を超える方 

53,600 円 
（50,000 円） 

第4段階 
基準額×0.95 

・本人が市町村民税非課税で、世帯員に市町村民税課税者が 
いる方のうち、本人の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 
80 万円以下の方 

67,800 円 

第5段階 
【基準額】 

・本人が市町村民税非課税で、世帯員に市町村民税課税者が 
いる方のうち、本人の「合計所得金額＋課税年金収入額」が 
80 万円を超える方 

71,400 円 

【月額 5,950 円】 

第6段階 
基準額×1.25 

・本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円 
未満の方 

89,300 円 

第7段階 
基準額×1.35 

・本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円 
以上 210 万円未満の方 

96,400 円 

第8段階 
基準額×1.6 

・本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円 
以上 320 万円未満の方 

114,200 円 

第9段階 
基準額×1.7 

・本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円 
以上の方 

121,400 円 

※第１～3段階は公費による保険料軽減が適用になり、括弧内の年額保険料に軽減されます。 

※租税特別措置法に規定される長期譲渡所得又は短期譲渡所得に係る特別控除の適用がある場合には、上表の合
計所得金額から特別控除額を控除します。 

※上表の第１段階から第５段階では、所得税法に掲げる年金収入に係る所得がある場合は、合計所得金額から年
金収入に係る所得額を控除します。 
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資料編 

１ 第８期計画における各種指標 

（１）高齢者の社会参加の推進 

◇社会参加のための環境づくり 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

■重点取組 

健康長寿アクティブ交流センター
の延べ利用者数（人） 

－ － 34,000 40,000 41,000 42,000 

地域ふれあいルームの延べ利用
者数（人） 

17,615 16,366 18,000 18,050 18,100 18,150 

 

調査名 指標項目 
実績 計画値 

令和 2 年度 令和 5 年度 

介護予防・ 
日常生活圏域ニーズ調査 

毎日の生活の中で、生きがいがあると感じている高
齢者の割合（％） 

60.4 65.0 

 

◇社会参加のための活動支援 

調査名 指標項目 
実績 計画値 

令和 2 年度 令和 5 年度 

介護予防・ 
日常生活圏域ニーズ調査 

ボランティア活動に参加している割合（％） 8.9 15.0 

収入のある仕事をしている高齢者の割合（％） 22.1 30.0 

老人クラブに参加している割合（％） 11.9 15.0 

 

（２）介護予防活動の推進 

◇地域づくりによる介護予防 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

■重点取組 

ときめき週 1 クラブの活動団体数 
（団体） 

61 79 80 85 90 95 

ときめき週 1 クラブの参加人数 
（人） 

1,086 1,385 1,200 1,275 1,440 1,615 
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◇介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

一月あたりのサービス量 

 
訪問介護相当サービス 
利用者数（人） 

87 101 107 110 112 115 

 
訪問型サービスＡ 
利用者数（人） 

187 159 136 139 142 145 

 
訪問型サービスＣ 
利用回数（回） 

126 106 206 222 231 240 

 
訪問型サービスＣ 
利用人数（人） 

15 16 23 25 26 27 

 
通所介護相当サービス 
利用者数（人） 

760 661 606 619 633 646 

 
通所型サービスＡ 
利用者数（人） 

46 14 14 14 15 15 

 
通所型サービスＣ 
利用回数（回） 

882 961 775 1,098 1,253 1,417 

 
通所型サービスＣ 
利用人数（人） 

104 106 90 125 143 163 

 

（３）高齢者の生活支援の推進 

◇安心して生活できるまちづくり 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

■重点取組 

高齢者の支え合いの仕組みが作
られている地区の数（地区） 

０ 2 2 4 6 8 

見守り支援・問題発生時に対応
できた割合（％） 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

緊急通報装置設置事業の 
利用者数（人） 

589 582 595 600 600 600 

高齢者食の自立支援事業の 
延べ利用食数（食） 

277 260 250 300 300 300 

救急医療情報キット配布事業の
活用件数（件） 

32 19 19 19 19 19 

日常生活用具の購入費助成事
業の利用者数（人） 

26 8 16 50 50 50 

寝具乾燥事業の利用者数 
（人） 

5 5 5 5 5 5 

住宅を改造する費用の助成事
業の利用者数（人） 

6 8 11 10 10 10 
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指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

寝たきり高齢者紙おむつ助成事
業の延べ利用件数（件） 

8,790 8,303 8,303 6,600 6,800 6,900 

屋根雪を除雪する費用の助成
事業の利用世帯数（世帯） 

33 1 150 120 120 120 

生活支援短期入所事業の延べ
利用日数（日） 

0 2 0 14 14 4 

養護老人ホームの施設数 
（か所） 

1 1 1 1 1 1 

養護老人ホームの施設数の定
員数（人） 

80 80 80 80 80 80 

軽費老人ホーム（ケアハウス）
の施設数（か所） 

3 3 3 3 3 3 

軽費老人ホーム（ケアハウス）
の定員数（人） 

140 140 140 140 140 140 

老人福祉センターの施設数 
（か所） 

3 3 3 1 1 1 

老人憩いの家の施設数 
（か所） 

1 1 1 0 0 0 

地域ケア個別会議の開催数 
（回） 

26 23 33 40 45 50 

地域ケア圏域会議の開催数 
（回） 

2 3 5 5 10 10 

地域ケア推進会議の開催数 
（回） 

1 0 1 2 2 2 

 

◇地域包括支援センター機能の充実 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

総合相談支援事業の総合相談
件数（件） 

5,811 6,830 7,050 7,100 7,150 7,200 

権利擁護事業の権利擁護相談
件数（件） 

106 117 130 140 150 160 

包括的・継続的ケアマネジメント
事業の研修・事例検討会等実
施回数（回） 

18 11 18 20 20 20 
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◇在宅医療・介護連携の推進 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

在宅医療・介護連携の課題の
抽 出 と 対 応 策 の 検 討 回 数
（回） 

1 6 1 2 2 2 

「ときネット」ログイン数（件） 27,297 34,005 38,290 39,000 39,500 40,000 

多職種連携研修会参加者数 
（人） 

221 269 332 200 200 200 

 

（４）認知症高齢者支援の推進 

◇認知症に対する理解の促進 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

■重点取組 

認知症サポーター養成講座 
参加者数（累計人数） 

11,250 12,588 13,200 13、800 14,400 15,000 

 

◇認知症支援体制の強化 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

認知症初期集中支援事業の 
利用件数（件） 

4 4 0 5 8 10 

認知症カフェの設置数（か所） 10 10 10 10 10 10 

 

◇地域づくりによる認知症支援 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

認知症地域支え合いメイトの養
成数（人） 

6 10 3 10 10 10 

成年後見制度利用支援事業申
立件数（件） 

7 7 7 10 11 12 
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（５）介護保険事業の安定運営 

◇介護保険事業の適正化 

指標項目 
第７期（実績・見込み） 第 8 期（計画値） 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

■重点取組 

ケアプラン点検件数（件） 
1,270 2,244 1,500 1,800 1,800 1,800 

ケアプランの検証確認実施件数
（件） 

73 100 100 100 100 100 

要介護認定に係るチェックと特記
整合性確認の実施率（％） 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

要介護認定に係る委託調査の
停止期間（か月） 

3 3 3 3 3 3 

住宅改修の書面による点検実施
率（％） 

100 100 100 100 100 100 

軽度者への福祉用具貸与の書
面点検・指導の実施率（％） 

100 100 100 100 100 100 

縦覧点検・医療情報との突合・
認定状況と利用サービス不一致
一覧表の確認実施率（％） 

100 100 100 100 100 100 

給付実績データの活用・国保連
出力件数中の確認帳票提出割
合（％） 

100 100 100 100 100 100 

介護サービス相談員派遣事業の
対象施設数（か所） 

33 33 33 33 34 34 
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２ 第７期計画値と利用実績の比較 

（１）予防給付 

■予防給付サービスの利用実績 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 

  

回数 

（回/年） 

計画値 169 187 192 548 

実績(見込み) 1 86 86 173 

計画比 0.6% 46.0% 44.8% 31.6% 

人数 

（人/年） 

計画値 36 48 60 144 

実績(見込み) 1 12 12 25 

計画比 2.8% 25.0% 20.0% 17.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,360 1,505 1,544 4,409 

実績(見込み) 8 725 743 1,475 

計画比 0.6% 48.2% 48.1% 33.5% 

 

介護予防訪問看護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 3,466 3,680 3,836 10,982 

実績(見込み) 3,954 4,097 4,860 12,911 

計画比 114.1% 111.3% 126.7% 117.6% 

人数 

（人/年） 

計画値 624 672 708 2,004 

実績(見込み) 598 590 612 1,800 

計画比 95.8% 87.8% 86.4% 89.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 13,342 14,090 14,618 42,050 

実績(見込み) 14,203 15,140 17,362 46,705 

計画比 106.5% 107.5% 118.8% 111.1% 

 

介護予防訪問リハビリテーション 

 

回数 

（回/年） 

計画値 468 655 842 1,965 

実績(見込み) 950 1,049 1,489 3,488 

計画比 203.0% 160.2% 176.8% 177.5% 

人数 

（人/年） 

計画値 60 84 108 252 

実績(見込み) 113 116 156 385 

計画比 188.3% 138.1% 144.4% 152.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,337 1,872 2,407 5,616 

実績(見込み) 2,730 3,024 4,317 10,071 

計画比 204.2% 161.5% 179.4% 179.3% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

介護予防サービス 

 

介護予防居宅療養管理指導 

 

人数 

（人/年） 

計画値 492 588 684 1,764 

実績(見込み) 447 550 552 1,549 

計画比 90.9% 93.5% 80.7% 87.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 2,900 3,458 4,003 10,361 

実績(見込み) 2,766 3,150 2,962 8,878 

計画比 95.4% 91.1% 74.0% 85.7% 

 

介護予防通所リハビリテーション 

 

人数 

（人/年） 

計画値 1,320 1,332 1,332 3,984 

実績(見込み) 1,304 1,265 1,056 3,625 

計画比 98.8% 95.0% 79.3% 91.0% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 41,693 42,616 43,279 127,588 

実績(見込み) 44,135 43,439 35,829 123,402 

計画比 105.9% 101.9% 82.8% 96.7% 

 

介護予防短期入所生活介護 

 

日数 

（日/年） 

計画値 3,847 4,132 4,457 12,436 

実績(見込み) 4,306 3,252 3,438 10,996 

計画比 111.9% 78.7% 77.1% 88.4% 

人数 

（人/年） 

計画値 624 684 756 2,064 

実績(見込み) 550 524 540 1,614 

計画比 88.1% 76.6% 71.4% 78.2% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 22,407 24,195 26,169 72,771 

実績(見込み) 22,504 18,326 18,935 59,765 

計画比 100.4% 75.7% 72.4% 82.1% 

 

介護予防短期入所療養介護（老健） 

 

日数 

（日/年） 

計画値 36 72 126 234 

実績(見込み) 0 26 0 26 

計画比 0.0% 36.1% 0.0% 11.1% 

人数 

（人/年） 

計画値 12 24 36 72 

実績(見込み) 0 1 0 1 

計画比 0.0% 4.2% 0.0% 1.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 272 544 936 1,752 

実績(見込み) 0 100 0 100 

計画比 0.0% 18.4% 0.0% 5.7% 

 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 

 

日数 

（日/年） 

計画値 144 144 144 432 

実績(見込み) 0 28 0 28 

計画比 0.0% 19.4% 0.0% 6.5% 

人数 

（人/年） 

計画値 12 12 12 36 

実績(見込み) 0 2 0 2 

計画比 0.0% 16.7% 0.0% 5.6% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,026 1,026 1,026 3,078 

実績(見込み) 0 97 0 97 

計画比 0.0% 9.4% 0.0% 3.1% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

介護予防サービス 

 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

 

日数 

（日/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

人数 

（人/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

給付費 

（千円/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

 

介護予防特定施設入居者生活介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 456 516 576 1,548 

実績(見込み) 401 487 600 1,488 

計画比 87.9% 94.4% 104.2% 96.1% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 36,141 41,473 46,789 124,403 

実績(見込み) 33,764 38,319 43,764 115,847 

計画比 93.4% 92.4% 93.5% 93.1% 

 

介護予防福祉用具貸与 

 

人数 

（人/年） 

計画値 7,656 8,244 8,880 24,780 

実績(見込み) 7,919 7,957 7,620 23,496 

計画比 103.4% 96.5% 85.8% 94.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 43,108 46,406 50,012 139,526 

実績(見込み) 46,512 47,254 45,350 139,116 

計画比 107.9% 101.8% 90.7% 99.7% 

 

特定介護予防福祉用具購入費 

 

人数 

（人/年） 

計画値 204 240 288 732 

実績(見込み) 160 159 180 499 

計画比 78.4% 66.3% 62.5% 68.2% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 5,127 6,062 7,284 18,473 

実績(見込み) 4,017 4,078 4,808 12,903 

計画比 78.3% 67.3% 66.0% 69.8% 

 

介護予防住宅改修費 

 

人数 

（人/年） 

計画値 192 204 216 612 

実績(見込み) 154 198 156 508 

計画比 80.2% 97.1% 72.2% 83.0% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 19,067 20,228 21,389 60,684 

実績(見込み) 13,210 18,002 17,235 48,446 

計画比 69.3% 89.0% 80.6% 79.8% 

 

介護予防支援 

 

人数 

（人/年） 

計画値 14,616 14,928 15,264 44,808 

実績(見込み) 9,170 9,148 8,616 26,934 

計画比 62.7% 61.3% 56.4% 60.1% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 65,290 66,713 68,215 200,218 

実績(見込み) 40,563 40,406 37,966 118,935 

計画比 62.1% 60.6% 55.7% 59.4% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 36 72 108 216 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

人数 

（人/年） 

計画値 12 24 36 72 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 292 584 876 1,752 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 240 240 240 720 

実績(見込み) 246 248 252 746 

計画比 102.5% 103.3% 105.0% 103.6% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 13,936 14,795 15,647 44,378 

実績(見込み) 16,512 16,788 15,771 49,070 

計画比 118.5% 113.5% 100.8% 110.6% 

 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 12 12 12 36 

実績(見込み) 13 15 36 64 

計画比 108.3% 125.0% 300.0% 177.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 2,616 2,617 2,617 7,850 

実績(見込み) 2,949 3,461 8,477 14,887 

計画比 112.7% 132.3% 323.9% 189.6% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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（２）介護給付 

■介護給付サービスの利用実績 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

居宅サービス 

 

訪問介護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 90,559 93,449 97,354 281,362 

実績(見込み) 76,236 73,564 79,922 229,722 

計画比 84.2% 78.7% 82.1% 81.6% 

人数 

（人/年） 

計画値 4,296 4,404 4,548 13,248 

実績(見込み) 3,783 3,658 3,576 11,017 

計画比 88.1% 83.1% 78.6% 83.2% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 249,803 258,066 269,060 776,929 

実績(見込み) 221,217 220,610 242,645 684,472 

計画比 88.6% 85.5% 90.2% 88.1% 

 

訪問入浴介護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 4,349 4,420 4,664 13,433 

実績(見込み) 2,542 2,297 2,254 7,093 

計画比 58.5% 52.0% 48.3% 52.8% 

人数 

（人/年） 

計画値 768 780 828 2,376 

実績(見込み) 509 449 480 1,438 

計画比 66.3% 57.6% 58.0% 60.5% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 50,646 51,491 54,342 156,479 

実績(見込み) 30,583 27,845 27,473 85,900 

計画比 60.4% 54.1% 50.6% 54.9% 

 

訪問看護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 14,321 14,663 15,233 44,217 

実績(見込み) 13,280 13,782 13,205 40,267 

計画比 92.7% 94.0% 86.7% 91.1% 

人数 

（人/年） 

計画値 2,088 2,148 2,244 6,480 

実績(見込み) 1,799 1,822 1,848 5,469 

計画比 86.2% 84.8% 82.4% 84.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 70,499 72,545 75,759 218,803 

実績(見込み) 64,132 64,352 65,459 193,944 

計画比 91.0% 88.7% 86.4% 88.6% 

 

訪問リハビリテーション 

 

回数 

（回/年） 

計画値 1,712 2,111 2,657 6,480 

実績(見込み) 2,869 2,905 4,390 10,164 

計画比 167.6% 137.6% 165.2% 156.9% 

人数 

（人/年） 

計画値 168 204 252 624 

実績(見込み) 285 296 420 1,001 

計画比 169.6% 145.1% 166.7% 160.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 5,076 6,273 7,917 19,266 

実績(見込み) 8,262 8,466 12,972 29,700 

計画比 162.8% 135.0% 163.8% 154.2% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

居宅サービス 

 

居宅療養管理指導 

 

人数 

（人/年） 

計画値 2,568 2,748 2,988 8,304 

実績(見込み) 2,338 2,314 2,412 7,064 

計画比 91.0% 84.2% 80.7% 85.1% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 13,710 14,736 16,092 44,538 

実績(見込み) 11,640 11,215 12,617 35,473 

計画比 84.9% 76.1% 78.4% 79.6% 

 

通所介護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 174,206 183,889 196,304 554,399 

実績(見込み) 164,541 160,559 156,710 481,810 

計画比 94.5% 87.3% 79.8% 86.9% 

人数 

（人/年） 

計画値 15,444 15,828 16,344 47,616 

実績(見込み) 15,231 14,931 14,712 44,874 

計画比 98.6% 94.3% 90.0% 94.2% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,387,251 1,468,143 1,569,021 4,424,415 

実績(見込み) 1,285,731 1,260,571 1,236,547 3,782,848 

計画比 92.7% 85.9% 78.8% 85.5% 

 

通所リハビリテーション 

 

回数 

（回/年） 

計画値 14,238 14,942 16,056 45,236 

実績(見込み) 13,595 13,759 15,062 42,416 

計画比 95.5% 92.1% 93.8% 93.8% 

人数 

（人/年） 

計画値 1,500 1,512 1,560 4,572 

実績(見込み) 1,569 1,627 1,764 4,960 

計画比 104.6% 107.6% 117.6% 108.5% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 131,616 140,349 154,259 426,224 

実績(見込み) 125,235 125,789 134,179 385,203 

計画比 95.2% 89.6% 87.0% 90.4% 

 

短期入所生活介護 

 

日数 

（日/年） 

計画値 87,317 87,797 89,822 264,936 

実績(見込み) 81,212 76,780 66,836 224,828 

計画比 93.0% 87.5% 74.4% 84.9% 

人数 

（人/年） 

計画値 7,344 7,404 7,572 22,320 

実績(見込み) 6,884 6,549 5,748 19,181 

計画比 93.7% 88.5% 75.9% 85.9% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 690,660 692,128 707,006 2,089,794 

実績(見込み) 644,956 617,908 542,861 1,805,725 

計画比 93.4% 89.3% 76.8% 86.4% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

居宅サービス 

 

短期入所療養介護（老健） 

 

日数 

（日/年） 

計画値 1,616 1,860 2,552 6,028 

実績(見込み) 1,306 1,256 1,577 4,139 

計画比 80.8% 67.5% 61.8% 68.7% 

人数 

（人/年） 

計画値 156 180 252 588 

実績(見込み) 103 95 120 318 

計画比 66.0% 52.8% 47.6% 54.1% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 17,265 19,924 26,732 63,921 

実績(見込み) 12,883 12,879 13,321 39,083 

計画比 74.6% 64.6% 49.8% 61.1% 

 

短期入所療養介護（病院等） 

 

日数 

（日/年） 

計画値 144 228 228 600 

実績(見込み) 1 3 0 4 

計画比 0.7% 1.3% 0.0% 0.7% 

人数 

（人/年） 

計画値 12 24 24 60 

実績(見込み) 1 1 0 2 

計画比 8.3% 4.2% 0.0% 3.3% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,615 2,463 2,463 6,541 

実績(見込み) 6 32 0 38 

計画比 0.4% 1.3% 0.0% 0.6% 

 

短期入所療養介護（介護医療院） 

 

日数 

（日/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

人数 

（人/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

給付費 

（千円/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

 

特定施設入居者生活介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 984 1,008 1,056 3,048 

実績(見込み) 1,118 1,119 1,128 3,365 

計画比 113.6% 111.0% 106.8% 110.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 173,690 175,690 182,462 531,842 

実績(見込み) 199,165 205,483 207,895 612,543 

計画比 114.7% 117.0% 113.9% 115.2% 

 

福祉用具貸与 

 

人数 

（人/年） 

計画値 14,124 14,808 15,816 44,748 

実績(見込み) 13,313 13,221 13,488 40,022 

計画比 94.3% 89.3% 85.3% 89.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 190,880 200,837 215,616 607,333 

実績(見込み) 181,523 177,042 175,986 534,551 

計画比 95.1% 88.2% 81.6% 88.0% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

居宅サービス 

 

特定福祉用具購入費 

 

人数 

（人/年） 

計画値 336 348 360 1,044 

実績(見込み) 288 261 252 801 

計画比 86.0% 75.0% 70.0% 76.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 8,423 8,752 9,061 26,236 

実績(見込み) 8,135 7,669 6,466 22,270 

計画比 96.6% 87.6% 71.4% 84.9% 

 

住宅改修費 

 

人数 

（人/年） 

計画値 216 228 240 684 

実績(見込み) 203 183 228 614 

計画比 94.0% 80.3% 95.0% 89.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 20,244 21,657 23,070 64,971 

実績(見込み) 19,496 15,743 19,662 54,901 

計画比 96.3% 72.7% 85.2% 84.5% 

 

居宅介護支援 

 

人数 

（人/年） 

計画値 23,724 24,432 25,020 73,176 

実績(見込み) 22,295 22,072 22,176 66,543 

計画比 94.0% 90.3% 88.6% 90.9% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 345,481 355,937 364,536 1,065,954 

実績(見込み) 327,359 324,748 330,182 982,289 

計画比 94.8% 91.2% 90.6% 92.2% 

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 12 24 252 288 

実績(見込み) 17 8 0 25 

計画比 141.7% 33.3% 0.0% 8.7% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 3,062 3,902 62,115 69,079 

実績(見込み) 1,781 1,664 0 3,445 

計画比 58.2% 42.6% 0.0% 5.0% 

 

夜間対応型訪問介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

給付費 

（千円/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

 

地域密着型通所介護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 13,922 14,503 14,734 43,159 

実績(見込み) 11,723 12,017 13,728 37,468 

計画比 84.2% 82.9% 93.2% 86.8% 

人数 

（人/年） 

計画値 1,620 1,692 1,716 5,028 

実績(見込み) 1,351 1,394 1,512 4,257 

計画比 83.4% 82.4% 88.1% 84.7% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 95,652 99,795 101,254 296,701 

実績(見込み) 78,797 79,219 90,982 248,998 

計画比 82.4% 79.4% 89.9% 83.9% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

地域密着型サービス 

 

認知症対応型通所介護 

 

回数 

（回/年） 

計画値 1,018 1,111 1,205 3,334 

実績(見込み) 381 685 1,208 2,274 

計画比 37.4% 61.7% 100.2% 68.2% 

人数 

（人/年） 

計画値 96 108 120 324 

実績(見込み) 37 75 108 220 

計画比 38.5% 69.4% 90.0% 67.9% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 10,409 11,610 12,807 34,826 

実績(見込み) 3,046 7,206 10,118 20,369 

計画比 29.3% 62.1% 79.0% 58.5% 

 

小規模多機能型居宅介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 1,452 1,452 1,800 4,704 

実績(見込み) 1,266 1,265 1,440 3,971 

計画比 87.2% 87.1% 80.0% 84.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 241,293 257,821 317,490 816,604 

実績(見込み) 233,942 236,324 260,468 730,734 

計画比 97.0% 91.7% 82.0% 89.5% 

 

認知症対応型共同生活介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 2,112 2,112 2,112 6,336 

実績(見込み) 2,029 1,988 1,968 5,985 

計画比 96.1% 94.1% 93.2% 94.5% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 509,774 511,731 513,968 1,535,473 

実績(見込み) 478,861 487,725 494,726 1,461,312 

計画比 93.9% 95.3% 96.3% 95.2% 

 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

給付費 

（千円/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 0 0 0 

計画比 - - - - 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 2,172 2,172 2,172 6,516 

実績(見込み) 1,982 2,171 2,148 6,301 

計画比 91.3% 100.0% 98.9% 96.7% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 594,079 595,009 595,673 1,784,761 

実績(見込み) 529,986 600,153 609,559 1,739,697 

計画比 89.2% 100.9% 102.3% 97.5% 

 

看護小規模多機能型居宅介護 

 

人数 

（人/年） 

計画値 0 0 348 348 

実績(見込み) 0 3 0 3 

計画比 - - 0.0% 0.9% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 0 0 109,471 109,471 

実績(見込み) 0 1,277 0 1,277 

計画比 - - 0.0% 1.2% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 第 7 期計画合計 

施設サービス 

 

介護老人福祉施設 

 

人数 

（人/年） 

計画値 6,984 6,984 6,984 20,952 

実績(見込み) 7,024 7,253 7,500 21,777 

計画比 100.6% 103.9% 107.4% 103.9% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,705,753 1,707,200 1,707,884 5,120,837 

実績(見込み) 1,783,700 1,866,570 1,945,877 5,596,147 

計画比 104.6% 109.3% 113.9% 109.3% 

 

介護老人保健施設 

 

人数 

（人/年） 

計画値 5,544 5,784 6,024 17,352 

実績(見込み) 5,201 5,272 5,448 15,921 

計画比 93.8% 91.1% 90.4% 91.8% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 1,427,677 1,492,660 1,557,005 4,477,342 

実績(見込み) 1,355,880 1,404,957 1,482,719 4,243,557 

計画比 95.0% 94.1% 95.2% 94.8% 

 

介護医療院 

 

人数 

（人/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 2 492 494 

計画比 - - - - 

給付費 

（千円/年） 

計画値 0 0 0 0 

実績(見込み) 0 378 173,157 173,535 

計画比 - - - - 

 

介護療養型医療施設 

 

人数 

（人/年） 

計画値 1,104 1,164 1,224 3,492 

実績(見込み) 1,086 1,021 420 2,527 

計画比 98.4% 87.7% 34.3% 72.4% 

給付費 

（千円/年） 

計画値 421,235 445,702 469,982 1,336,919 

実績(見込み) 418,642 371,558 171,897 962,098 

計画比 99.4% 83.4% 36.6% 72.0% 

※給付費は千円単位の表示としているため、各年の合計や計画比が合わない場合があります。 
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３ 新発田市介護保険運営協議会委員名簿 

 

  

選出 
区分 

団 体 名 称 等 役 職 名 氏   名 備 考 

被
保
険
者
の
代
表 

被保険者代表  田 中  三 枝 子  

被保険者代表  加 藤  俊 郎  

被保険者代表  大 竹  政 弘  

被保険者代表  加 藤  康 雄  

被保険者代表  本 間  忍  

学 

識 

経
験
者 

敬和学園大学 准教授 山 﨑  ハ コ ネ  

新発田地域振興局 
健康福祉環境部 
地域福祉課長 

上 島  秀 樹  

保
健
、
医
療
又
は
福
祉
の
関
係
者 

新発田北蒲原医師会 理 事 竹 内  幸 美 会長 

新発田市歯科医師会 専務理事 山 崎  太 亮  

下越薬剤師会 会長 桂  重 之  

新発田市民生委員児童委員連合会 副会長 大 倉  眞 弓  

新発田市社会福祉協議会 総務課参事 下 條  尚 子 副会長 

下越総合健康開発センター 
福祉事業部 

福祉二課係長 
中 原  陽 子  

新潟県立新発田病院地域連携 
センター 

副看護師長 齋 藤  純  

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る 

事
業
に
従
事
す
る
者 

特別養護老人ホ－ム  
豊浦愛宕の園 

生活相談員 
課長 

丸 山  剛 二  

ツクイ新発田 管理者 佐 藤  奈 緒 子  

グループホーム加治川の里 管理者 小 川  多 美 子  

新発田地区居宅介護支援事業者 
連絡協議会 

理事 渡 邊  淳 子  
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４ 用語解説 

 

あ 行 

 
 

か 行 

介護医療院 

日常的に長期療養のための医療ケアが必要な介護者を受け入れ、生活の場としての機能を兼ね、

ターミナルケアや看取りも対応した施設として平成 30 年度に新しく創設された施設サービスです。 

介護報酬 

介護保険給付の対象となる介護サービスにおいて、そのサービスを提供した事業所・施設に支払わ

れる報酬のことです。 

介護予防 

高齢者ができる限り寝たきり等の要介護状態にならないようにしたり、要介護状態になった場合でも、

少しでも状態を改善できるようにすることです。 

介護予防支援 

要支援１、２の方が、居宅において、介護予防サービスなどを適切に利用できるように、指定介護

予防支援事業者として指定を受けた地域包括支援センターの職員が行う支援（ケアプランの作成や

サービス事業者との調整等）のことです。 

介護療養型医療施設 

要介護１～５の方が入所する介護保険施設で、病気等の急性期の治療が終わり、長期の療養

を必要とする方に対し、介護やその他の世話・機能訓練・必要な医療を行うことを目的とした施設です

が、平成 29 年度末をもって廃止されています。 

介護老人保健施設 

要介護１～５の方が入所する介護保険施設で、病状が安定し、治療よりも看護や介護に重点を

おいた支援が必要な方に対し、居宅へ復帰するまでの療養期における機能訓練や日常生活上の世

話などを行うことを目的とした施設です。 

介護老人福祉施設 

原則要介護３以上の方が入所する介護保険施設で、入浴・排せつ・食事などの介護や日常生活

上の世話・機能訓練・健康管理・療養上の世話を行うことを目的とした施設です。 

看護小規模多機能型居宅介護 

要介護１～５の方が利用できる地域密着型サービスで、１か所の事業所で、その方の状態や希

望に応じ、「通い」を中心として、「訪問」や「泊まり」、また、必要に応じて「訪問看護」を組み合わせて

サービスを受けることができ、介護度が中重度になっても、できるだけ在宅での生活が継続できるよう支

援することを目的としたサービスです。  
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基本チェックリスト 

介護予防の視点で作られた、生活する機能を評価する質問表です。質問は生活全般、運動機能、

栄養状態、口腔機能、閉じこもり傾向、認知機能、うつ傾向に関する 25 項目で、｢はい｣又は｢いい

え｣で回答します。総合事業開始後は、相談窓口において、必ずしも認定を受けなくても、必要なサー

ビスを事業で利用できるよう本人の状況を確認するツールとして利用します。 

居宅介護支援 

要介護１～５の方が、居宅において、介護サービス等を適切に利用できるように、指定居宅介護

支援事業所のケアマネジャーが行う支援（ケアプランの作成やサービス事業者との調整等）のことです。 

居宅介護支援事業者（所） 

要介護１～５の方が、居宅において、可能な限り自立した生活が送ることができるよう居宅サービス

計画（ケアプラン）を作成し、適切なサービスが受けられるように、提供事業者と連絡・調整を行う事

業所です。事業所には、ケアマネジャー（介護支援専門員）が常勤しています。 

協議体 

支え合いの仕組みを創出するため、住民や様々な専門分野、行政を含めて構成されている組織で

す。地域課題やニーズを把握し、課題解決に向けた活動を推進していきます。協議体には市全域を範

囲とした第１層と、日常生活単位（中学校区等）を範囲とした第２層があります。 

居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導を行うサービス

です。 

ケアプラン 

要介護者が介護サービスを適切に利用できるように、ケアマネジャー等が作成する計画書であり、

サービスを利用する方や家族の意向、援助の方針、解決すべき課題と目標、具体的なサービス内容

などが記載されます。この計画に基づいて介護サービス等が提供されます。 

ケアマネジャー（介護支援専門員） 

介護の知識を幅広く持った専門家で、介護を必要とする方からの相談に応じ、適切なサービスを受

けられるよう支援（ケアプランの作成やサービス事業者との調整等）を行います。 

ケアマネジメント 

保健・医療・福祉に関する多様なサービスが、本人の状態や希望に合わせて適切かつ効率的に提

供されるようにすることです。一般的には、「課題の発見→課題の分析→援助計画の立案→計画の

実施→評価」のプロセスをとります。 

高額医療合算介護サービス費 

１年間に医療保険と介護保険の両方のサービスを利用した世帯の自己負担額の合計が著しく高

額になる場合、医療・介護合算の自己負担限度額（年額）を超えた金額が高額医療合算介護

サービス費として支給されます。  
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高額介護サービス費 

介護サービスを利用した場合、利用した金額の１割が自己負担となりますが、この負担額が高額に

ならないように、一定の上限額が定められています。この上限額を超えたときに、申請して認められると、

後から高額介護サービス費として支給されます。 

後期高齢者 

75 歳以上の高齢者のことです。 

 

さ 行 

サービス付き高齢者向け住宅 

バリアフリー構造、一定の面積・設備が備わり、安否確認・生活相談を行う賃貸等の住宅です。食

事の提供や介護サービス等の生活支援の内容は住宅ごとに異なります。 

住宅改修 

手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、要介護区分に関係なく 20 万円を上限に

費用を支給します。 

小規模多機能型居宅介護 

地域密着型サービスで、１か所の事業所で、その方の状態や希望に応じ、「通い」を中心として「訪

問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを受けることができます。介護度が中重度になっても、できるだけ

在宅での生活が継続できるよう支援することを目的としたサービスです。 

審査支払手数料 

介護保険給付において、保険者事務を軽減し介護保険事業を円滑かつ効率的に行うため、介護

保険サービスの費用請求に対する審査・支払を国民健康保険団体連合会へ委託していますが、その

審査・支払に要する手数料のことです。 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

高齢者の生活支援サービスの充実や社会参加に向けて、サービスの担い手の養成・発掘や元気な

高齢者が担い手として活動する場などをコーディネートします。コーディネーターには、市全域を活動範

囲とした第１層と、日常生活単位（中学校区等）を活動範囲とした第２層があります。 

前期高齢者 

65 歳以上 75 歳未満の高齢者のことです。 

 

た 行 

短期入所生活介護 

介護老人福祉施設等に短期間入所して、食事・入浴などの介護や機能訓練を行うサービスです。 

短期入所療養介護 

介護老人保健施設等に短期間入所して、医療や介護、機能訓練を行うサービスです。  
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地域共生社会 

社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超

えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに作っていく社会を目指すものです。 

地域ケア会議 

地域包括支援センター又は市町村（保険者）が主催し、行政職員をはじめ、地域の関係者や関

係機関の代表などの参加により、個別又は地域の課題について話し合う会議です（地域ケア個別会

議は、本人・家族が出席する場合もあります）。 

目的・方法によって次のように分かれます。 

地域ケア個別会議 個別の困難事例についての課題解決をします。 

地域ケア個別会議（自立支援型） 
利用者の自立支援を目指したケアプランとなるよう、地域の
多職種及び専門職の視点から助言を行います。 

地域ケア圏域会議 
個別会議の課題分析等の蓄積から、地域課題を発見
し、共有・対応検討をします。 

地域ケア推進会議 
地域に必要な取組を明らかにして施策を立案・提言しま
す。 

 

地域包括支援センター 

地域の高齢者の総合相談窓口であり、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、保健・

医療・福祉など様々な面から、高齢者を支えるための拠点です。地域包括支援センターには、保健師

又は経験のある看護師・社会福祉士・主任ケアマネジャーがおり、それぞれの専門性を活かしながら、

互いに連携して高齢者等への支援を行います。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

原則要介護３以上の方が利用できる地域密着型サービスで、入居定員が29人以下の介護老人

福祉施設において、入浴・排せつ・食事などの介護や日常生活上の世話・機能訓練・健康管理・療

養上の世話を行うことを目的とした施設です。 

地域密着型サービス 

認知症高齢者や一人暮らし高齢者等が住み慣れた地域で継続して生活できるよう、その地域で介

護を受けるサービスの総称です。新発田市内の事業所においては、原則、新発田市民だけが利用で

きます。 

調整交付金 

国から交付される介護給付費等の交付金のうち、後期高齢者の年齢や所得状況などによりその額

が増減する交付金のことです。 

通所介護 

通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活上の支援や、生活行為向上のための支援を日帰り

で行うサービスです。  
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通所リハビリテーション 

介護老人保健施設や医療機関等で、食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為向上のた

めのリハビリテーションを、日帰りで行うサービスです。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

要介護１～５の方が利用できる地域密着型サービスで、重度者をはじめとした要介護高齢者の在

宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に又はそれぞれが密接に

連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を行うサービスのことです。 

特定施設入居者生活介護 

ケアハウスや有料老人ホーム等に入居している高齢者に、日常生活上の支援や介護を行うサービス

です。 

特定入所者介護サービス費 

低所得者の方のサービス利用が困難とならないよう、所得に応じた負担限度額が設けられ、施設入

所やショートステイを利用した場合の居住費（滞在費）や食費が、申請によって認定された場合には

軽減されます。特定入所者介護サービス費は、この軽減に要した費用のことをいいます。 

特定福祉用具販売 

入浴や排せつなどに使用する福祉用具の購入費を１年につき 10 万円を上限に支給します。 

 

な 行 

日常生活圏域 

住民が日常生活を営む地域として、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件等を総合

的に勘案して設定する区域です。この圏域を単位として、地域包括支援センターを設置するとともに、

地域密着型サービス等の基盤整備を行います。 

認知症 

一般的な物忘れのような単なる老化現象ではなく、いろいろな原因で脳の細胞が壊れてしまったり、

働きが悪くなったりしたために様々な障がいが起こり、生活する上で支障が出ている状態を指します。 

認知症カフェ 

認知症の方とその家族だけでなく、地域住民や専門職など誰もが参加できる集いの場です。認知症

の方やその家族の居場所や地域とのつながりを作ること、認知症の方の家族の介護負担の軽減を図る

ことなどを目的に開設されます。 

認知症ケアパス 

認知症の方やその家族が、認知症と疑われる症状が発生した場合や認知症の進行に応じて、いつ、

どこで、どのような医療や介護サービスを受ければよいか、標準的なサービス提供の流れなどをわかりやす

く示したガイドブックです。 
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認知症サポーター 

市や地域包括支援センターなどが開催する「認知症サポーター養成講座」を受講した方で、認知症

を正しく理解し、自分のできる範囲で、認知症の方や家族を温かく見守り、支援する応援者のことです。 

認知症初期集中支援チーム 

認知症は早期診断・早期対応が重要であることから、医療と介護との連携の下に認知症の方やそ

の家族に対して個別の訪問を行うなどし、初期の支援を集中的に行うチームのことです。チームは認知

症の専門医と医療保健福祉の専門職で構成されます。 

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン） 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を見据え、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住

み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、平成 27 年 1 月

に厚生労働省が関係府省庁と共同で策定したものです。 

認知症施策推進大綱 

認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を目指し、「認知症バリアフ

リー」の取組を進めていくとともに、「共生」の基盤の下、通いの場の拡大など「予防」の取組を政府一丸

となって進めていくため、認知症施策推進関係閣僚会議において、令和元年 6 月に取りまとめたもので

す。 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型サービスで、認知症の高齢者が共同で生活する住居において、入浴、排せつ、食事等

の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練を行います。少人数の家庭的な雰囲気の中で、その

方の能力に応じ、できる限り自立した生活が送ることができるようになることを目的としたサービスです。 

認知症対応型通所介護 

地域密着型サービスで、認知症である要介護者に対して、デイサービスセンター等において、個々の

人格や状況に配慮しながら、入浴、排せつ、食事などの介護、機能訓練を提供するサービスです。 

認知症地域支え合いメイト 

認知症の人が住み慣れた地域でその人らしい暮らしを続けていくために、地域において具体的な支

援を行ったり、認知症カフェなどの市や地域包括支援センターが行う事業に協力していただいたくボラン

ティアです。 

認知症地域支援推進員 

認知症の方の地域での生活を支えるために、医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつな

ぐ支援や認知症の方やその家族を支援する相談業務等を行います。認知症地域支援推進員を中心

として、認知症カフェ開設や多職種協働研修会を実施し、医療と介護の連携強化や、地域における

支援体制の構築を図ります。 
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は 行 

徘徊（はいかい） 

認知症が原因で表れる行動障がいの一つで、家の中や外をうろうろと歩きまわる症状です。無意味

に歩きまわっているように感じますが、本人にとっては目的や理由のある行動であるといわれています。 

標準給付費 

介護保険サービスの給付費用の総額（総給付費）、特定入所者介護サービス費、高額介護

サービス費、高額医療合算介護サービス費、審査支払手数料の合計額のことです。 

福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具を貸与するものです。 

訪問介護 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事などの「身体介護」や、調理・洗濯などの「生活

援助」を行うサービスです。 

訪問看護 

疾患等を抱えている方について、看護師が居宅を訪問して、療養上の世話や診療の補助を行う

サービスです。 

訪問入浴介護 

介護士と看護師が居宅を訪問し、浴槽を提供しての入浴介護を行うサービスです。 

訪問リハビリテーション 

居宅での生活行為を向上させるために、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が訪問によるリハ

ビリテーションを行うサービスです。 

 

ま 行 

 
 

や 行 

有料老人ホーム 

入浴・排せつ・食事の介護や食事の提供等を行う高齢者の入居施設です。主なものとして介護等

サービスが受けられる介護付有料老人ホームや生活支援等のサービスが受けられる住宅型有料老人

ホームがあります。 

要介護状態 

身体上又は精神上の障がいのために、入浴・排せつ・食事などの日常生活での基本的な動作の全

部又は一部について、介護を必要とする状態のことです。一般的に、介護保険の要介護１～５に判

定される状態のことをいいます。  
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要介護度 

要介護状態・要支援状態を介護の必要の程度に応じて定めた区分で、要支援１～２、要介護

１～５の７段階に分かれます。 

予防給付 

介護保険の給付のうち、要介護状態になるおそれがあり、日常生活に支援が必要と市町村によって

認定された要支援者に対して提供される在宅サービスのことです。高齢者の自立支援を目的としてい

るためリハビリテーションや家事援助などが中心となり、特別養護老人ホームなどの施設サービスは給付

されません。 

 

ら 行 

 
 

わ 行 

忘れん・転ばんサポーター 

忘れん・転ばんサポーター育成研修を修了した方で、自身の介護予防に励みながら、市の介護予

防事業に協力できる有償ボランティアです。主な活動は、市の介護予防教室の補助や地域で実施す

るときめき週１クラブ等の支援です。 
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